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資料６－１－２

金融審議会委員名簿

平成１９年３月１日現在

会 長 堀内　昭義 中央大学総合政策学部教授

会 長 代 理 関　　哲夫 新日本製鐵㈱常任監査役

委 員 池尾　和人 慶應義塾大学経済学部教授

岩原　紳作 東京大学大学院法学政治学研究科教授

植田　和男 東京大学大学院経済学研究科教授

翁　　百合 ㈱日本総合研究所理事

嘉治　佐保子 慶應義塾大学経済学部教授

金丸　恭文 フューチャーアーキテクト㈱代表取締役会長

神作　裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

木村　裕士 日本労働組合総連合会総合政策局長

斎藤　静樹 明治学院大学経済学部教授

佐々木 かをり ㈱イー・ウーマン代表取締役社長

島崎　憲明 住友商事(株)代表取締役副社長執行役員

高橋　伸子 生活経済ジャーナリスト

根本　直子 ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ＆ﾌﾟｱｰｽﾞ　ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

野村　修也 中央大学法科大学院教授

原　　早苗 埼玉大学経済学部非常勤講師、金融ｵﾝﾌﾞｽﾞﾈｯﾄ代表

藤沢　久美 ㈱ソフィアバンク副代表

藤原　美喜子 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾀﾞｲﾚｸｼｮﾝｽﾞ㈱代表取締役

淵田　康之 ㈱野村資本市場研究所執行役

水上　慎士 早稲田大学ﾌｧｲﾅﾝｽ研究ｾﾝﾀｰ教授､ﾌｧｲﾅﾝｽ総合研究所所長

山下　友信 東京大学大学院法学政治学研究科教授

吉野　直行 慶應義塾大学経済学部教授

若松　　誠 ㈱フジテレビジョン報道局次長

和仁　亮裕 外国法共同事業法律事務所ﾘﾝｸﾚｰﾀｰｽﾞ ﾊﾟｰﾄﾅｰ弁護士

　［計２５名］

幹 事 稲葉　 延雄 日本銀行理事

（敬称略・五十音順）
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金融審議会金融分科会委員等名簿

平成１９年３月１日現在

分 科 会 長 堀内　昭義 中央大学総合政策学部教授

分科会長代理 関　　哲夫 新日本製鐵㈱常任監査役

委 員 池尾　和人 慶應義塾大学経済学部教授

岩原　紳作 東京大学大学院法学政治学研究科教授

植田　和男 東京大学大学院経済学研究科教授

翁　　百合 ㈱日本総合研究所理事

嘉治　佐保子 慶應義塾大学経済学部教授

金丸　恭文 フューチャーアーキテクト㈱代表取締役会長

神作　裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

木村　裕士 日本労働組合総連合会総合政策局長

斎藤　静樹 明治学院大学経済学部教授

佐々木 かをり ㈱イー・ウーマン代表取締役社長

島崎　憲明 住友商事(株)代表取締役副社長執行役員

高橋　伸子 生活経済ジャーナリスト

根本　直子 ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ＆ﾌﾟｱｰｽﾞ　ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

野村　修也 中央大学法科大学院教授

原　　早苗 埼玉大学経済学部非常勤講師、金融ｵﾝﾌﾞｽﾞﾈｯﾄ代表

藤沢　久美 ㈱ソフィアバンク副代表

藤原　美喜子 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾀﾞｲﾚｸｼｮﾝｽﾞ㈱代表取締役

淵田　康之 ㈱野村資本市場研究所執行役

水上　慎士 早稲田大学ﾌｧｲﾅﾝｽ研究ｾﾝﾀｰ教授､ﾌｧｲﾅﾝｽ総合研究所所長

山下　友信 東京大学大学院法学政治学研究科教授

吉野　直行 慶應義塾大学経済学部教授

若松　　誠 ㈱フジテレビジョン報道局次長

和仁　亮裕 外国法共同事業法律事務所ﾘﾝｸﾚｰﾀｰｽﾞ ﾊﾟｰﾄﾅｰ弁護士

専 門 委 員 安東　俊夫 日本証券業協会会長

大前　孝治 城北信用金庫理事長

岡本　圀衞 日本生命保険相互会社代表取締役社長

奥　　正之 ㈱三井住友銀行頭取兼最高執行役員

松澤　　建 日本興亜損害保険㈱代表取締役社長主席執行役員

　〔計３０名〕

幹 事 稲葉　延雄 日本銀行理事

（敬称略・五十音順）
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金融審議会金融分科会第一部会委員等名簿

平成１９年４月１６日現在

部 会 長 池 尾 和 人 慶應義塾大学経済学部教授

部 会 長 代 理 淵 田 康 之 ㈱野村資本市場研究所執行役

委 員 岩 原 紳 作 東京大学大学院法学政治学研究科教授

植 田 和 男 東京大学大学院経済学研究科教授

嘉 治 佐 保 子 慶應義塾大学経済学部教授

神 作 裕 之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

木 村 裕 士 日本労働組合総連合会総合政策局長

斎 藤 静 樹 明治学院大学経済学部教授

佐々木 かをり ㈱イー・ウーマン代表取締役社長

島 崎 憲 明 住友商事㈱代表取締役副社長執行役員

野 村 修 也 中央大学法科大学院教授

原 早 苗 埼玉大学経済学部非常勤講師、金融ｵﾝﾌﾞｽﾞﾈｯﾄ代表

藤 沢 久 美 ㈱ソフィアバンク副代表

藤 原 美 喜 子 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾀﾞｲﾚｸｼｮﾝｽﾞ㈱代表取締役

堀 内 昭 義 中央大学総合政策学部教授

水 上 慎 士 早稲田大学ファイナンス研究センター教授

若 松 誠 ㈱フジテレビジョン報道局次長

臨 時 委 員 東 英 治 ㈱大和総研専務取締役

上 柳 敏 郎 東京駿河台法律事務所・弁護士

神 田 秀 樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

田 島 優 子 さわやか法律事務所・弁護士

田 中 直 毅 ２１世紀政策研究所理事長

専 門 委 員 新 居 尊 夫 日本生命保険相互会社代表取締役副社長

今 尾 和 実 全国共済農業協同組合連合会代表理事専務

太 田 省 三 ㈱東京金融先物取引所代表取締役専務

加 藤 雅 一 ㈳日本商品投資販売業協会会長

鈴 木 優 住友信託銀行㈱常務取締役

立 岡 登 與 次 日本ベンチャーキャピタル協会会長

田 中 浩 野村證券㈱執行役

檀 野 博 ㈳不動産証券化協会制度委員会委員長

飛 山 康 雄 ㈱東京証券取引所代表取締役専務

平 野 信 行 ㈱三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ取締役

米 田 道 生 ㈱大阪証券取引所代表取締役社長

渡 辺 達 郎 日本証券業協会副会長

［計３４名］

幹 事 鮎 瀬 典 夫 日本銀行企画局参事役

（敬称略・五十音順）
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金融審議会金融分科会第二部会委員等名簿

平成１９年４月１６日現在

部 会 長 岩原　 紳作 東京大学大学院法学政治学研究科教授

部 会 長 代 理 翁　　 百合 ㈱日本総合研究所理事

委 員 池尾　 和人 慶應義塾大学経済学部教授

金丸　 恭文 フューチャーアーキテクト㈱代表取締役会長

神作　 裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

木村　 裕士 日本労働組合総連合会総合政策局長

関　　 哲夫 新日本製鐵㈱常任監査役

高橋　 伸子 生活経済ジャーナリスト

根本　 直子 ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ＆ﾌﾟｱｰｽﾞ　ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

野村　 修也 中央大学法科大学院教授

原　　 早苗 埼玉大学経済学部非常勤講師、金融ｵﾝﾌﾞｽﾞﾈｯﾄ代表

堀内　 昭義 中央大学総合政策学部教授

水上　 慎士 早稲田大学ファイナンス研究センター教授

山下 　友信 東京大学大学院法学政治学研究科教授

吉野　 直行 慶應義塾大学経済学部教授

和仁　 亮裕 外国法共同事業法律事務所ﾘﾝｸﾚｰﾀｰｽﾞ ﾊﾟｰﾄﾅｰ弁護士

臨 時 委 員 今松　 英悦 ㈱毎日新聞社論説委員

川本　 裕子 早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授

神田　 秀樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

田中　 直毅 ２１世紀政策研究所理事長

専 門 委 員 落合　 寛司 西武信用金庫専務理事

鈴木　 　優 住友信託銀行㈱常務取締役

玉井　 孝明 東京海上日動火災保険㈱常務取締役

羽田　 幸善 外国損害保険会社協議会議長

平野　 信行 ㈱三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ取締役

渡邉 　光一郎 第一生命保険相互会社常務執行役員

渡辺　 達郎 日本証券業協会副会長

［計２７名］

幹 事 鮎瀬　 典夫 日本銀行企画局参事役

（敬称略・五十音順）
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金融審議会金融分科会特別部会委員等名簿

平成１９年３月１日現在

部 会 長 山下　友信 東京大学大学院法学政治学研究科教授

部 会 長 代 理 関　　哲夫 新日本製鐵㈱常任監査役

委 員 植田　和男 東京大学大学院経済学研究科教授

金丸　恭文 フューチャーアーキテクト㈱代表取締役会長

高橋　伸子 生活経済ジャーナリスト

野村　修也 中央大学法科大学院教授

原　　早苗 埼玉大学経済学部非常勤講師、金融ｵﾝﾌﾞｽﾞﾈｯﾄ代表

和仁　亮裕 外国法共同事業法律事務所ﾘﾝｸﾚｰﾀｰｽﾞ ﾊﾟｰﾄﾅｰ弁護士

臨 時 委 員 今松　英悦 ㈱毎日新聞社論説委員

岩村　　充 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授

上柳　敏郎 東京駿河台法律事務所・弁護士

角　紀代恵 立教大学法学部教授

堀部　政男 中央大学大学院法務研究科教授

山口　　厚 東京大学大学院法学政治学研究科教授

専 門 委 員 遠藤　　修 ㈱三井住友銀行取締役兼専務執行役員

片柳　　彰 ㈱ディーシーカード代表取締役社長

殿岡　裕章 明治安田生命保険相互会社常務執行役

二宮　雅也 日本興亜損害保険㈱取締役常務執行役員

野木　正治 横浜信用金庫常務理事

松阪　　孝 (社)全国貸金業協会連合会副会長

森﨑　公夫 外国損害保険協会副会長・専務理事

吉岡　一憲 日本証券業協会常務執行役

米澤　潤一 (財)金融情報システムセンター理事長

　［計２３名］

（敬称略・五十音順）
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金融審議会金利調整分科会委員等名簿

平成１９年３月１日現在

分 科 会 長 堀内　 昭義 中央大学総合政策学部教授

分科会長代理 池尾　 和人 慶應義塾大学経済学部教授

委 員 木村　 裕士 日本労働組合総連合会総合政策局長

関　　 哲夫 新日本製鐵㈱常任監査役

原  　 早苗 埼玉大学経済学部非常勤講師、金融ｵﾝﾌﾞｽﾞﾈｯﾄ代表

淵田　 康之 ㈱野村資本市場研究所執行役

専 門 委 員 網代 良太郎 江東信用組合代表理事会長

大多和　 巖 農林中央金庫代表理事副理事長

大前　 孝治 社団法人全国信用金庫協会会長

鏡味　 徳房 ㈱東日本銀行代表取締役頭取

畔柳　 信雄 ㈱三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ取締役社長

瀬谷　 俊雄 ㈱東邦銀行取締役頭取

森田　 　豊 住友信託銀行㈱取締役社長

　［計１３名］

幹 事 稲葉　 延雄 日本銀行理事

（敬称略・五十音順）
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公認会計士制度部会委員等名簿

平成１９年３月１日現在

部 会 長 関　　哲夫 新日本製鐵㈱常任監査役

委 員 岩原　紳作 東京大学大学院法学政治学研究科教授　　　　

斎藤　静樹 明治学院大学経済学部教授

原　　早苗 埼玉大学経済学部非常勤講師､金融ｵﾝﾌﾞｽﾞﾈｯﾄ代表

根本　直子 スタンダード&プアーズ マネージング・ディレクター

臨 時 委 員 安藤　英義 一橋大学大学院商学研究科教授

伊藤　進一郎 住友電気工業㈱顧問

上柳　敏郎 東京駿河台法律事務所弁護士

大崎　貞和 ㈱野村資本市場研究所研究主幹

八田　進二 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授

増田　雅己 ㈱読売新聞社論説委員

的井　保夫 日本電気㈱取締役専務執行役員

八木　良樹 ㈱日立製作所取締役会議長

弥永　真生 筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授

山浦　久司 明治大学大学院会計専門職研究科長

専 門 委 員 小島　茂夫 ㈱大阪証券取引所代表取締役常務取締役

久保田　政一 (社)日本経済団体連合会経済本部長

澤田　眞史 日本公認会計士協会副会長

飛山　康雄 ㈱東京証券取引所代表取締役専務

藤沼　亜起 日本公認会計士協会会長

増田　宏一 日本公認会計士協会副会長

渡辺　達郎 日本証券業協会副会長

幹 事 江原  健志 法務省大臣官房参事官

（敬称略・五十音順）
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自動車損害賠償責任保険制度部会委員名簿

平成１９年３月１日現在

部 会 長 山下  友信　 東京大学大学院法学政治学研究科教授

委 員 植田　和男 東京大学大学院経済学研究科教授

高橋  伸子 生活経済ジャーナリスト

　［計３名］

（敬称略・五十音順）
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電子登録債権法（仮称）の制定に向けて
～電子登録債権の管理機関のあり方を中心として～

（平成18年12月21日 金融審議会第二部会・ITWG報告書）

 手形については保管コスト等の問題があり、また、指名債権については二重譲渡リスク等
の問題があり、事業者が資金調達を行う際の制約要因。

 経済のＩＴ化が進展する中、これらの問題を克服し、中小企業者を含む事業者の資金調達
環境を整備する必要。

 電子的な記録によって権利の発生等の効力を生じさせ、取引の安全・流動性の確保ととも
に利用者保護の要請に応える新たな制度として、電子登録債権制度を整備するもの。手形
や指名債権に代わり、電子的手段による譲渡を通じた新たな資金調達の手段として広く利
用されることを期待。

 電子登録債権の権利の内容・帰属を定める登録原簿を管理し、業務規程等を通じて利用者
の取引を規律する管理機関は、いわば社会の公器として、公正性・中立性が確保され、国
民から信頼される存在である必要。

電子登録債権の意義と管理機関の果たすべき役割

 管理機関については、①公正性・中立性の確保、②破綻の回避、③登録原簿の信頼性の確
保、といった点に留意した制度設計が必要。具体的には以下の要件が必要。

1. 専業（公正性・中立性、他業の破綻リスクの影響等の点から、兼業は認めず）

2. 財産的基盤（システム投資や安定的・継続的な管理業の運営のために必要）

3. 業務遂行能力（情報管理態勢の整備、管理機関による同期的管理 等） 等

 管理機関類似の社債等振替機関を参考に、指定制等を検討。

 適切な業務運営の確保のため、所要の検査・監督規定を整備。

管理機関の業務の適正性の確保

 利用者保護のための適切な措置（管理機関の秘密保持、利用者への業務規程等の周知 等)。

 電子登録債権は一定の流通性が確保され、多様な利用方法が考えられる仕組みであり、金
融商品として広く取引される可能性があることを踏まえ、金融商品取引法等の規制を適用
することを検討。

 電子登録債権のネッティングについて、利用者保護等の観点から適切な対応を検討。

 管理機関の保有する電子データ交換の技術等の標準化等に関しては、実務を踏まえた適切
な対応を期待。

その他の検討事項

 電子登録債権制度においては、当事者からの請求により登録原簿の記録を行うことが基本。

 債務の支払等に際しては、原則として、債務者は債権者が承諾しない限り登録原簿の記録
の抹消の請求を行うことができないため、債務者が支払等を行ったとしても、債権者の対
応如何では、債権が譲渡され、債務者に二重支払の危険が発生。このため、債務者が支払
等を行った場合に、管理機関が、債権者からの請求を待たず、職権により記録の抹消を行
う仕組み（管理機関による同期的管理）を導入。

 管理機関による同期的管理の具体的な方法として、債務者・債権者間の金融機関を利用し
た資金送金について、管理機関が金融機関から連絡を受け、記録を抹消。

電子登録債権の決済の安全性の確保

（概要）

資料６－１－３
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資料６－１－４ 地域密着型金融の取組みについての評価と今後の対応について 

－地域の情報集積を活用した持続可能なビジネスモデルの確立を－ 

≪金融審議会 金融分科会 第二部会報告 概要≫ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

○ 地域密着型金融の必要性の確認 

・地域金融機関の生き残りのためには、

地域密着型金融のビジネスモデルの確

立・深化が必要。 

・コストを認識し、これに見合う収益獲

得につながるよう顧客・地域ニーズの把

握、「選択と集中」の徹底・深耕が不可

欠。 

 
 
 
○ 地域金融機関は、地域の面的再生でも

貢献可能 

・地域の情報ネットワークの要として、

資金供給者としての役割に留まらず、情

報・人材面でも果たせる役割あり。 

・このニーズへの適切な対応は、収益獲

得に向けたビジネスチャンス。 

 

 

 

○ 適切なコミットメント 

・地域貢献に際しては、コストを意識し、

自らの収益にもつながる持続可能な貢

献をすることが重要。 

 
 

基本的考え方 
 

【具体的取組み内容】 

○ 金融機関に共通して取組みを求める内容

としては、地域密着型金融の本質に係わる、 

1. ライフサイクルに応じた取引先企業の

支援強化 

2. 事業価値を見極める融資手法をはじめ、

中小企業に適した資金供給手法の徹底 

3. 地域の情報集積を活用した持続可能な

地域経済への貢献 

の 3点に限定。 

具体的取組み方法は各金融機関に委ねる。 

○ 協同組織金融機関については経営力強化

を引き続き求める一方、中央機関・業界団体

の機能充実を通じた総合的取組みを推進。 

・個別機関には、協同組織性を活かした取組

み、地域への貢献・還元を期待。 

・中央機関・業界団体には、ネットワークを

活かした他機関との連携、個別金融機関の

余裕資金運用機能の一層の活用等を期待。 

 

【推進体制】 

○ プログラム形式をとらず、監督指針に盛

り込み恒久化。 

○ 画一的・総花的な計画策定・報告は求め

ず、日常の監督の中でフォローアップ。 

○ 自主的開示の促進とパブリック・プレッ

シャーを通じたガバナンス。 

○ 年 1回程度の実績公表。取組み事例公表。 

○ 中央・地方両レベルでの関係機関・関係

省庁との連携強化。 

具体的取組み内容・推進体制  
 
≪これまでの成果≫ 
○ 取組み件数・金額の実績は着実に向上。

○ 基本的概念・個々の手法は浸透・定着。

○ 不良債権比率は低下。「緊急時」から「平

時」対応へ。 

 
 

≪不十分な点、課題≫ 
○ 金融機関の取組みは、二極化傾向。 

○ 事業再生、不動産担保・個人保証に過

度に依存しない融資等は不十分との評

価。 

○ 収益向上に結びついているか途半ば。 

○ 例示項目がチェックリストと化し、そ

の消し込みに留まっているとの指摘。 

○ 2 年期限の計画、半期報告というプログ

ラム形式が経営の自由度を制約、短期的

に成果が上がる取組みを助長との批判。 

 

 
≪新たな環境≫ 
○ 主要行等との競争激化、ゆうちょ銀行、

政策金融改革等の新しい動き。 

○ 少子高齢化、財政事情の悪化の下、地

場産業の空洞化、中心市街地の空洞化、

これらを通じた大都市と地域の二極化な

ど、地域に多くの問題。 

○ 再チャレンジ支援の観点も踏まえ、地

域経済の活性化を総合的に図っていく必

要。「点」の事業再生を地域全体の「面」

的再生につなげていくことが課題。 

現状認識 

4
2
6



【推進のための具体的取組み】 

 

１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化 

中小企業の様々な成長段階にあわせた審査・支援機能の強化。 

○ 事業再生 

・ 事業価値を見極める地域密着型金融の本質に係わる一番の課題。 

・ 企業価値が保たれているうちの早期再生と再生後の持続可能性ある事業再構築が

最も重要。 

・ 外部からの経営者の意識改革を促せるのは地域金融機関。 

・ 中小企業再生支援協議会、ファンドの一層の活用。 

・ アップサイドの取れる新たな手法、DIP ファイナンスの適切な活用等。 

○ 創業・新事業支援 

・ ファンドの活用、産学官の連携、再挑戦支援の保証制度の活用等。 

○ 経営改善支援 

○ 事業承継（地域企業の第 4のライフステージとして明示的に位置づけ、支援） 

 

２．事業価値を見極める融資をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底 

○ 事業価値を見極める融資＝不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の

徹底 

・ 「目利き機能」の向上（特に、中小零細企業）。 

・ 定性情報の適正な評価、定量情報の質の向上。 

・ 動産・債権譲渡担保融資、ABL（Asset Based Lending）、コベナンツの活用等。 

○ その他中小企業に適した資金供給手法の徹底 

・ ファンドやアップサイドの取れる投融資手法の活用など、エクイティの活用によ

るリスクマネーの導入等。 

・ CLO やシンジケートローンなど、市場型間接金融の手法の活用。 

 

３．地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献 

○ 地域の面的再生 

・ 調査力、企画力を活かした、ビジョン策定への積極的支援。 

・ 「公民連携」への積極的参画 

－ 官と民が役割分担、地域の全プレーヤーがビジョンを共有、連携した取組み。 

－ 「リスクとリターンの設計」、「契約によるガバナンス」が重要。金融機関には、

コーディネーターとしての積極的参画を期待。 

○ 地域活性化につながる多様なサービスの提供 

・ リバースモーゲージなど高齢者の資産の有効活用、金融知識の普及等。 

・ 多重債務者問題への貢献、コミュニティ・ビジネス等への支援・融資（特に協同

組織金融機関）。 

○ 地域への適切なコミットメント、公共部門の規律付け 

・ コスト・リスクの適切な把握による緊張感ある関係。地方財政の規律付けの役割。 
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資料６－１－６ 

金融審議会公認会計士制度部会における主な提言 

 

○企業活動の多様化、複雑化、国際化 

○監査業務の複雑化、高度化      →組織的監査の重要性の高まり 

○公認会計士監査をめぐる非違事例等 

 

１．監査法人の品質管理・ガバナンス・ディスクロージャーの強化 

(1)監査法人において 

ⅰ）監査証明業務を執行する者 

  ⅱ）審査等、品質管理を担当する者 

  ⅲ）品質管理体制の整備等、業務運営に関する意思決定を行う者 

  の役割分担の明確化 

(2)監査法人の社員資格の非公認会計士への拡大を容認 

（あわせて一定の上限を設定） 

(3)監査法人による開示の義務付け 

（品質管理・ガバナンスの状況、売上高の状況等） 

 

２．監査人の独立性と地位の強化 

(1)独立性の確保 

①独立性保持に関する総則的規定の整備 

②監査法人社員の退職後の就職制限を連結ベースに拡大 

③特定企業への報酬依存(50％超)に関する日本公認会計士協会ルールの徹底 

④大規模監査法人で上場会社監査に従事する主任会計士に係るローテーショ

ンの法定化（一般原則７年２年に対し、５年５年） 

⑤新規公開時におけるローテーション期間の短縮 

(2)監査契約の締結等 

①監査人の選任、監査報酬の決定における監査役の役割強化（同意権→議案

等決定権）を提言（会社法関連事項） 

②監査報酬に係る企業及び監査人による開示の強化 

③監査人交代時における企業及び監査人による開示の強化 

④財務書類に重大な影響を及ぼす不正・違法行為発見時における監査人によ

る当局への報告手続の整備（監査役等への報告等を経た上でもなお改善が

図られないときに報告を義務付け） 
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３．監査法人等に対する監督・責任のあり方の見直し 

(1)経済的な非違抑止の手段の導入 

(2)行政処分の多様化（現行は戒告、業務停止、解散命令） 

 ⅰ）業務改善命令 

 ⅱ）役員等解任命令 

 ⅲ）専門職業教育・訓練の指示 

 ⅳ）個人の公認会計士による著しく不当な業務遂行に対する処分・業務改善

指示 

(3)有限責任組織形態の監査法人制度の導入 

（要件としてⅰ）登録制、ⅱ）最低資本金、ⅲ）財務書類の開示、ⅳ）保証

金の供託、保険加入等） 

(4)品質管理上必要と認められる場合に、日本公認会計士協会の品質管理レビュ

ーを待たずに公認会計士・監査審査会が監査法人等に対して報告徴求・立入

検査を行うことを容認 

(5)外国監査事務所に対する届出（登録）、検査・監督の導入 

 

４．その他 

(1)監査法人における社員の競業禁止規制について、監査証明業務の適正を妨げ

ない範囲において、他の社員全員の同意等を要件に解除を容認 
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資料６－２－１

我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディグループ　メンバー名簿

平成１９年６月１３日現在

座 長 池　尾　和　人 慶應義塾大学経済学部教授

メ ン バ ー 打　越　俊　一 ㈱大和総研執行役員

宇　波　信　吾 みずほ信託銀行経営企画部部長

江　原　伸　好 日本プライベートエクイティ協会会長

翁　　　百　合 ㈱日本総合研究所理事

木　南　　　敦 京都大学法学部教授

ポール　ク　オ 国際銀行協会（ＩＢＡ）会長

　 國　部　　　毅 ㈱三井住友銀行常務執行役員

柴　田　拓　美 野村アセットマネジメント㈱取締役兼執行役社長

島　崎　憲　明 住友商事㈱代表取締役副社長執行役員

鈴　木　　　武 トヨタ自動車㈱専務取締役

関　　　哲　夫 新日本製鐵㈱常任監査役

立　岡　登與次 日本ベンチャーキャピタル協会会長

田　中　直　毅 国際公共政策研究センター理事長

檀　野　　　博 (社)不動産証券化協会制度委員会委員長

露　木　繁　夫 第一生命保険相互会社常務執行役員

飛　山　康　雄 ㈱東京証券取引所代表取締役専務

根　本　直　子 ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ＆ﾌﾟｱｰｽﾞ　ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

野　村　修　也 中央大学法科大学院教授

藤　巻　健　史 ㈱フジマキ・ジャパン代表取締役

藤　原　美喜子 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾀﾞｲﾚｸｼｮﾝｽﾞ㈱代表取締役

淵　田　康　之 ㈱野村資本市場研究所執行役

増　井　喜一郎 日本証券業協会副会長

矢　野　朝　水 企業年金連合会専務理事

山　澤　光太郎 ㈱大阪証券取引所執行役員

若　松　　　誠 ㈱フジテレビジョン報道局次長

　［計２６名］

（敬称略・五十音順）
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資料６－２－２ 

我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディグループ 

開催状況 

 

第１回：１月３０日（火）１３：３０～１４：３０ 

    事務局説明 

 

第２回：２月１６日（金）１０：００～１２：００ 

ヒアリング：打越俊一氏（大和総研執行役員） 

淵田康之氏（野村資本市場研究所執行役） 

中前 忠氏（中前国際経済研究所代表） 

 

第３回：３月１日（木）１４：３０～１６：３０ 

事務局説明 

ヒアリング：鈴木 武氏（トヨタ自動車専務取締役） 

矢野朝水氏（企業年金連合会専務理事） 

東京証券取引所 

 

第４回：３月６日（火）１０：００～１２：００ 

ヒアリング：デレック・モーン氏（ＫＫＲアジア会長） 

在日米国商工会議所（ＡＣＣＪ） 

欧州ビジネス協会 （ＥＢＣ） 

 

第５回：３月１３日（火）１２：３０～１４：３０ 

ヒアリング：柴田拓美氏 （野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ取締役執行役社長） 

藤原美喜子氏（ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾀﾞｲﾚｸｼｮﾝｽﾞ代表取締役） 

三國陽夫氏 （三國事務所代表） 

 

第６回：３月２３日（金）１４：００～１６：００ 

事務局説明 

ヒアリング：ポール・クオ氏 （国際銀行協会会長） 

 

第７回：３月２７日（火）１０：００～１２：００ 

事務局説明 

ヒアリング：小足一寿氏 （住友信託銀行審議役） 

 

第８回：４月１１日（水）１０：００～１２：００ 

ヒアリング：前田匡史氏（国際協力銀行 資源金融部長） 

事務局説明 

 

第９回：４月１７日（火）１０：００～１２：００ 

事務局説明 
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第１０回：５月１０日（木）１６：００～１８：００ 

     ヒアリング：ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｽﾜｯﾌﾟｽ･ｱﾝﾄﾞ・ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞｽﾞ･ｱｿｼｴｰｼｮﾝ･ｲﾝｸ(ISDA) 

（ロバート・ピッケル ＣＥＯ、森田 智子 東京事務所長） 

         根本直子氏（ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌﾟｱｰｽﾞ ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞﾃﾞｨﾚｸﾀｰ） 

            みずほ証券 

（高田 創 ﾁｰﾌｽﾄﾗﾃｼﾞｽﾄ、柴崎 健 ｼﾆｱﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｱﾅﾘｽﾄ） 

 

第１１回：５月１６日（水）１０：００～１２：００ 

 ヒアリング：檀野博氏（不動産証券化協会 制度委員会委員長） 

冨川秀二氏（三井不動産ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ本部 法人ｿﾘｭｰｼｮﾝ部長） 

 

 

第１２回：６月１日（金）１６：３０～１９：００ 

ヒアリング：鹿毛雄二氏（企業年金連合会 常務理事） 

             証券保管振替機構 

（常務取締役 大前 茂氏、社債等振替業務部長 池上 裕司氏） 

         中島真志氏（麗澤大学教授） 

犬飼重仁氏（総合研究開発機構 主席研究員） 

 

第１３回：６月７日（木）１５：３０～１７：３０ 

自由討議 

 

第１４回：６月１３日（水）１３：３０～１５：００ 

自由討議 

 

 

（以上） 
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資料６－２－３  

平成 19 年 6 月 13 日 

 

我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディグループ 

中間論点整理（第一次）（骨子） 
 

 

Ⅰ．はじめに ～目指すべき金融・資本市場の姿～ 

 

Ⅱ．検討課題 

 

１．魅力ある市場の前提 

 

⑴ 多様な商品・サービスの提供を通じた「厚み」のある市場の形成 

⑵ 市場参加者の高い自己規律に支えられた市場機能の十全な発揮 

 

２．制度を含むインフラ

 

⑴ 規制環境 

・ より良い規制環境の構築（ベター・レギュレーション） 

① 規制プロセス 

・ プリンシプル／ルール・ベースのアプローチ 

・ ルールの更なる明確化 

・ 事業者との対話の促進・対外的な情報発信力の強化 

・ 規制当局のスキルアップ 

・ 海外当局との連携の強化 

・ 自主規制の役割・機能の拡充・強化 

② ルールの適用 

・ 課徴金制度の見直し 

・ 紛争処理制度の充実 

③ 市場制度 

・ 取引所における取扱商品の多様化 

・ 海外企業の株式の国内での取引機会の拡大 

・ プロに限定した取引の活発化 

・ グリーンシート市場の改革 

④ その他 

・ 金融商品取引法制の施行とその活用 

・ 銀行・証券に係るファイアーウォール規制のあり方 
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⑵ その他の制度インフラ 

・ 決済システム 

・ 個人の資産形成促進スキームの導入 

・ 税制 

・ 人材教育 

⑶ 物理的環境 

  ① 都市インフラ 

・ 国際金融センターとしての都市インフラの整備 

② 交通インフラ 

   ・ 国際空港へのアクセスの改善 

③ その他 

   ・ 人材確保のための生活環境等の整備 

 

３．各市場参加者（プレイヤー）が取り組むべき課題 

 

⑴ 市場開設者 

・ 海外企業の我が国市場への誘致のためのプロモーション 

・ 取引所における取扱商品の多様化 

・ 自主規制機能の強化 

⑵ 資金調達者 

・ 企業財務・法務・会計に関する能力・理解の向上 

⑶ 個人投資家 

・ 金融経済教育の一層の充実による金融リテラシーの向上 

⑷ 機関投資家 

・ 市場型間接金融を支える柱となる機関投資家の質の向上 

⑸ 金融仲介者 

・ 我が国金融機関による金融イノベーションへの取組み 

・ より高度な金融商品・サービスを提供できる人材の育成・裾野

の拡大 

⑹ 周辺サービス 

・ 法律・会計サービス等の充実のための人材の育成・裾野の拡大 

 

Ⅲ．おわりに 

 
 

（以上） 
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市場制度（プレイングフィールド）
・金融商品取引法の適切かつ円滑な施行
　（金融ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの促進と利用者保護の両立）
・取引所の取扱商品の多様化
・海外企業株式の国内での取引機会の拡大

市場参加者（プレーヤー）
・国際的に通用する金融・法務・会計等の
  専門人材の育成・集積
・銀行・証券間のファイアーウォール規制の見直し

市場監視機能（アンパイア）
・課徴金制度の見直し
・証券取引等監視委員会の体制強化
・予見可能性の高い規制環境の構築
　（ノーアクションレター制度の改善等）

インフラ
・国際金融センターとしての都市インフラの整備
  ⇒都市再生本部との連携強化

「金融・資本市場競争力強化プラン（仮称）」の策定

 平成１９年内を目途に取りまとめ、政府一体となって推進。

主な検討課題

我が国金融・資本市場の国際競争力強化に向けて

4
6
3



資料６－２－４ 

                平成 19 年 6 月 13 日 

 

我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディグループ 

中間論点整理（第一次） 
 

 

 

Ⅰ．はじめに ～目指すべき金融・資本市場の姿～ 

 

○ 少子高齢化が進展する中、我が国経済が今後とも持続的に成長するた

めには、我が国の家計部門が保有する 1,500 兆円の金融資産等を有効に

活用するとともに、高い付加価値を生み出す金融サービス業が経済におけ

る中核的な役割を果たす必要がある。 

 

○ しかしながら、グローバルな市場間競争が一層激化する中で、我が国金

融・資本市場の国際的なプレゼンスは低下傾向にあり、このままでは、これ

らの金融に期待される役割に的確に応えられないのではないかとの懸念

がある。その背景には、「貯蓄から投資へ」の流れは未だ道半ばであり、経

済に対するリスクマネーの供給が必ずしも円滑に行われていないのではな

いか、また、国際金融センターにふさわしい人材の厚みや市場慣行といっ

た点で問題がある、との指摘もある。 

 

○ したがって、我が国にとって、金融・資本市場の国際競争力を強化するこ

とは喫緊の課題であり、そのためには、これまでの金融・資本市場改革の

取組みを更に進め、我が国金融・資本市場の裾野を拡大することにより、

内外の市場参加者にとって魅力ある市場を構築していかねばならない。こ

の課題は、市場関係者にとどまらない国民的に優先度の高い課題である。 

 

○ すなわち、我が国国民は、金融・資本市場の国際競争力の強化により、

次に掲げるようなメリットを享受することが可能になると考えられる。 

 

（１） 投資家にとっては、多様な金融商品・サービスの提供を通じ、より有利  

な運用機会が得られることを意味する。とりわけ、高齢化の進展により４

人に１人が６５歳以上となる時代の到来を間近に控え、フローの勤労所

得が見込まれない高齢者にとっては、年金拠出をはじめ、老後に備えて

蓄えられたストックの資産が生み出す収益に対する依存度は大きく、我

が国金融・資本市場の発展が、国民全体の老後の生活の豊かさにもつ

ながっていくと考えられる。 
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（２） 資金調達者にとっては、事業の拡大等に必要な外部資金を調達する

ための環境が改善することにより、更なる成長のチャンスにつながると

考えられる。 

 

○ 投資リターンの増大と仲介する金融サービス業が生み出す付加価値は、

そのものが国民所得の増大につながり、国民全体の豊かさに寄与すること

になる。のみならず、金融・資本市場の発展は、資源配分機能やガバナン

ス機能の適切な発揮を通じ、経済活動の効率化や生産性の向上をもた

らし企業収益の拡大を引き起こすなど、経済全体にプラスの影響を及

ぼすと期待される。 

 

○ さらに、このような成長の好循環の中に、海外からの運用資金や、国内に

金融資産の蓄積が乏しい外国の企業を取り込むことにより、我が国経済の

一層の成長のみならず、世界、とりわけアジアの成長にも貢献することが

期待される。 

 

○ 以上を踏まえれば、内外の市場参加者にとって安心して利用できる、魅

力ある市場を構築するため、市場の活性化・効率化を図るとともに、透明

性・公正性を確保するための対応も含め、総合的な取組みが必要である。 

具体的には、以下に掲げるように、法制度面に限らず、人材、専門サービ

ス、インフラ等多岐に亘る課題について、政府全体として取り組むと同時に、

市場関係者においても一体的に取り組む必要がある。 
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Ⅱ．検討課題 

 

１．魅力ある市場の前提 

 

⑴ 多様な商品・サービスの提供を通じた「厚み」のある市場の形成 

－ 我が国金融・資本市場が、内外の市場参加者にとって魅力ある

ものとなるためには、ニーズに応じた様々なリスクとリターンを

有する商品・サービスが提供され、かつ、流動性の高い、「厚み」

のある市場が形成されることが不可欠である。 

こうしたことから、これまで、資金調達にあたり、我が国金融・

資本市場へのアクセスが困難であった海外企業や地方を含む国内

の中小・新興企業等についても、資金調達環境等を改善し、市場

の裾野を拡大することが必要である。 

また、我が国金融・資本市場の現状をみると、市場の「厚み」

という点について、特にハイイールド債やクレジット関連商品等

に関する市場の発達が不十分であるとの指摘があるが、運用・調

達の両面において利用者の利便性を向上させるためには、デリバ

ティブを含め、エクイティからデットに至るまで、多様な金融商

品･サービスがシームレスに提供される市場が形成されることが

重要である 

加えて、「厚み」のある市場の形成のためには、ファンド（プラ

イベートエクイティファンド、ヘッジファンド等）をはじめ、様々

なリスク選好を持つ多様なプレイヤーの市場参加が不可欠である。 

 

⑵ 市場参加者の高い自己規律に支えられた市場機能の十全な発揮 

－ 国際的にも魅力ある金融・資本市場の構築にあたっては、多様

な商品・サービスが提供されることを通じ、市場が有する機能が

十全に発揮されることが重要である。 

そのためには、市場に対する信頼性を確保し、向上させていく

不断の努力が必要であり、法令や自主規制による規律付けに加え、

全ての市場参加者に高い自己規律が求められる。 

 

２．制度を含むインフラ

 

 ⑴ 規制環境 

・ より良い規制環境の構築（ベター・レギュレーション） 

－ 近年、世界の主な国際金融センターの間におけるグローバル

な市場間競争が激化しているが、市場の優位性や国際的な競争
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力を決定する要因として、とりわけ、規制環境が極めて重要な

要素になりつつあるとの認識が一層深まっている。 

こうした中で、各国においては、より良い規制環境の構築（ベ

ター・レギュレーション）を模索する動きが見られるが、我が

国においても、規制当局（レギュレーター）の果たすべき役割

として、 

⒜ 公正な価格形成を軸とする市場機能の確保や利用者保護

の徹底を通じ、金融・資本市場の信頼性を向上させていくこ

とに加え、 

⒝  金融商品・サービスの提供事業者によるイノベーションの

促進や、利用者利便の向上に向けて環境整備を図ることによ

り、我が国金融・資本市場の発展に貢献すること 

が求められている。 

したがって、規制当局は、我が国金融・資本市場の国際的な

魅力を高めるため、民間の活力を活かすような、より良い規制

環境の構築に取り組む必要がある。 

 

① 規制プロセス 

・ プリンシプル／ルール・ベースのアプローチ 

－ より良い規制環境の構築に向けた規制のあり方として、ル

ール・ベース及びプリンシプル・ベースの２つのアプローチ

がある。 

一般に、ルール・ベースのアプローチは、詳細なルールを

設定することにより、規制に対する市場参加者の予見可能性

を向上させることを眼目とする一方、プリンシプル・ベース

のアプローチは、重要な原則を示した上で、これらの原則の

遵守を求めることにより、経営の自由度を確保し、市場参加

者の自主的な取組みの促進を図ることを眼目とするものと考

えられる。 

２つのアプローチのいずれに重点を置くかについては、諸

外国でも様々な議論が行われているところであり、諸外国の

規制の枠組みを見ても、例えば、マーケットをホールセール

とリテールに二分し、それぞれに対し、異なるアプローチに

軸足を置くものや、ルール・ベースのアプローチを基本とし

つつ、新たな金融商品や取引手法に対してはプリンシプル・

ベースのアプローチで対応しているものなど、その実態は

様々である。 
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この２つのアプローチについては、二者択一という単純な

整理は適当ではなく、英国や米国の規制当局での考え方と同

様に、両者を相互補完的なものとしてバランスよく運用する

ことが重要である。 

 

・ ルールの更なる明確化 

－ ルールの解釈・適用に関する予見可能性を高めるためには、

事業者とのコミュニケーションの一層の促進を図ることが必

要である。 

また、法令適用事前確認手続（ノーアクションレター制度）

については、政府全体の取組みとして対象範囲の拡大や公表

内容及び時期についての見直しが検討されているところであ

るが、それに加えて、金融庁として、受理手続きの改善及び

回答期間の短縮化に向けて努力する必要がある。あわせて、

同制度の一層の周知徹底を図ることにより、その利用を促す

ことが重要である。 

さらに、事業者等から問い合わせの多い事項については、

ＦＡＱ（Frequently Asked Questions:一般的な質問及びその

回答）の仕組みを活用するなど、ルールの更なる明確化に努

めることが期待される。 

  これらの取組み等により、ルールの解釈・適用についての

具体的事例が蓄積されることが重要である。 

 

・ 事業者との対話の促進・対外的な情報発信力の強化 

－ 適切な規制環境の構築のためには、個別事案におけるルー

ルの解釈適用に関するものを含め、規制当局と事業者とのコ

ミュニケーションの機会の一層の拡大等を通じ、双方向の対

話の促進を図る必要がある。 

また、国際的な金融センターを目指す以上、金融関連法令

等の英訳の推進や和英両文による報道発表の実施等は不可欠

であり、そのためには海外広報部門の抜本的強化をはじめ、

規制当局における体制の拡充が必要である。 

さらに、我が国金融･資本市場に係る規制環境に対する理解

を促進するため、国際会議等の招致に積極的に取り組むとと

もに、内外のシンポジウム等の場に我が国規制当局からも積

極的に参加し、規制のあり方に関する基本的な考え方を説明

すべきである。 
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・ 規制当局のスキルアップ 

－ 金融技術の高度化や金融取引の国際化の進展に適切に対応

していくためには、民間事業者のみならず、規制当局におい

てもスキルアップを図る必要がある。具体的には、民間事業

者との対話や海外規制当局との情報交換・人材交流の促進、

研修の高度化、専門性の向上等を通じ、更なるスキルアップ

に向けた取組みを強化するなど、人事・研修面も含めた取組

みにつき、不断の見直しを図っていくべきである。 

 

・ 海外当局との連携の強化 

－ 金融取引の国際化が進展する中、我が国が国際的な金融・

資本市場としての地位を確保するためには、投資家保護等に

おいて高品質な規制を達成すべく諸外国との規制の調和に配

意すべきである。 

また、クロスボーダー化する市場での不正にも適切に対処

できるよう、二国間及び多国間で海外規制当局との情報交換

ネットワーク（証券ＭＯＵ(Memorandum of Understanding：

情報交換取極め)など）を拡大し、協力を深めるべきである。 

加えて、金融に関する国際的なルール作りに引き続き積極

的に参加するべきである。 

 

・ 自主規制の役割・機能の拡充・強化 

－ 規制当局による監督や市場監視を補完し、市場の公正性・

透明性を確保するためには、自主規制の果たす役割が重要で

ある。とりわけ、自主規制には、自律性、専門性、機動性等

の面において、法令に基づく規律付けを補完するメリットが

期待されるところである。 

今般の金融商品取引法制の本格的な施行により、金融商品

取引業が多様な者によって担われることが予想される中で、

横断的で隙間のない利用者保護の徹底という金融商品取引法

制の趣旨を自主規制のレベルでも効果的に実現する必要があ

り、自主規制の範囲、役割、及び機能の拡充・強化が重要で

ある。また、そのためには、自主規制機関の体制強化が必要

である。 

こうした観点から、現在、各業界で行われている自主規制

機関のあり方を巡る議論の更なる進展が求められる。その際、

自主規制機関同士の連携を更に強化していくことが期待され

る。 
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② ルールの適用 

・ 課徴金制度の見直し 

－ 市場における規制の実効性を確保し、違反行為を抑止する

手段として、平成１７年証券取引法改正において、課徴金制

度が導入されたところである。 

制度導入以来、課徴金納付命令勧告件数も、平成１９年５

月末現在、インサイダー取引に係るものが１６件、開示書類

の虚偽記載に係るものが４件、合計２０件にのぼっており、

課徴金制度のエンフォースメント手段としての有効性に対す

る認識も高まってきていると考えられる。 

今後、市場の公正性・透明性の一層の向上を図り、より実

効的な抑止効果をもたらす観点から、これまでの実施状況も

踏まえ、課徴金制度のあり方について、その対象範囲や課徴

金額の水準も含め、見直す必要がある。 

具体的には、内閣府の独占禁止法基本問題懇談会において

現在進められている見直しの検討結果も踏まえ、今後、法制

面での専門的な検討を進め、おおむね平成１９年内を目途に

結論を得るべきである。 

 

・ 紛争処理制度の充実 

－ ルールの実効性を確保するためには、紛争処理のための簡

便かつ迅速な手続き等を通じ、事後的なルールの蓄積を図る

ことが必要である。 

このため、判例等の積重ねを通じたルールの明確化や法律

の適用に関する予測可能性の向上の観点から、金融・証券・

商事に関する専門的な高等裁判所制度の創設やＡＤＲ

（Alternative Dispute Resolution：裁判外紛争処理手続）

の充実に向けて検討する必要がある。 

 

③ 市場制度 

・ 取引所における取扱商品の多様化 

－ 「厚み」のある市場を形成し、我が国金融・資本市場の国

際的な魅力を高めるためには、海外取引所で上場されている

ような多様な商品が我が国でも取り扱われることにより、利

用者の利便性が向上することが重要であり、投資家保護の観

点等に留意しつつ、ＥＴＦ（Exchange Traded Funds：上場投

資信託）の範囲の拡大等、取扱商品の多様化に向けた制度整

備について、今後、検討する必要がある。 
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・ 海外企業の株式の国内での取引機会の拡大 

－ 海外企業の株式を国内で取引する場合、現在は、直接当該

企業の株式を上場させるか、ＡＤＲ（American Depositary 

Receipt:米国預託証券）等の形態で上場させることとなる。 

国内での取引機会を更に拡大するためには、これらの活用

に加え、ＪＤＲ（Japanese Depositary Receipt:日本型預託

証券）の利用も考えられるが、ＪＤＲについては、その発行

根拠が不明確であり、投資家保護の枠組みがなかったことか

ら、これまで利用実績がなかったところである。 

今般、信託法の施行により、私法上の取扱いが明確化され

たことから、今後、ＪＤＲを利用した取引を促進させるため、

ＪＤＲに係る規制上の取扱いについても、政府令等において、

早急に明確化する必要がある。 

 

・ プロに限定した取引の活発化 

－ 海外企業や国内の非上場の新興企業等に対し、我が国市場

における資金調達の機会を拡大することは、これらの企業に

成長資金を提供するとともに、資金を運用する投資家にとっ

ても収益機会の拡大につながり、結果として、我が国金融・

資本市場の「厚み」を増すこととなると考えられる。 

  また、我が国金融･資本市場の国際的な競争力を強化するた

めには、ホールセール市場での自由度を拡大し、機関投資家

等の市場参加者間の競争を通じ、金融イノベーションを促進

することが重要である。他方、個人を中心とする我が国の一

般投資家が直接参加するリテール市場においては、安心して

市場で取引できる必要があることから、法定の情報開示等に

よる投資家保護の枠組みが維持されるべきである。 

今般の金融商品取引法制の本格的な施行により、投資家の

属性に応じた規制体系の柔構造化が図られ、プロ投資家向け

の販売・勧誘については、情報格差の是正を目的とする行為

規制の適用が大幅に緩和されることとなる。また、併せて、

適格機関投資家について、事業会社に係る有価証券の投資額

基準を引き下げるとともに、その他の法人、個人についても

適格機関投資家となる道を開くなど、その範囲が大幅に拡大

されることとなる。 

これらの制度整備をベースとして、ハイリスク商品等の取

引を含め、ホールセール市場における、プロに限定した取引
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を一層活発化させていくための方策について検討を行ってい

くことが重要である。その際、市場関係者のニーズ等も踏ま

えつつ、講ずべき方策があれば、その実現に向けて適切に対

応していくべきである。 

 

・ グリーンシート市場の改革 

－ 現在、非上場の株式の取引の場として、日本証券業協会が

運営するグリーンシート市場が存在するが、取扱銘柄及び売

買高は、徐々に増加しているものの、米国のピンクシート市

場と比べれば、流動性に欠け、未だ不十分な規模にとどまっ

ている。 

したがって、上場銘柄以外の金融商品の取引の場を確保し、

市場の裾野を広げることにより、リスクに応じた市場の資源

配分機能等を一層向上させることが求められている。 

とりわけ、非上場株のうち、上場廃止銘柄の上場廃止後の

取引の場を確保することは、株主保護や上場廃止企業の再チ

ャレンジの観点から重要な課題である。 

このため、グリーンシート市場の中で、上場廃止企業の受

け皿的な役割を果たすフェニックス区分のあり方等について、

日本証券業協会を中心に市場関係者において、その改善に向

けた検討を進め、平成１９年中に所要の制度整備を行うこと

が必要である。 

 

④ その他 

・ 金融商品取引法制の施行とその活用 

－ 今般の金融商品取引法制の本格的な施行により、一般投資

家の保護と金融イノベーションの促進の両立を可能とする法

整備が進み、法制度面では欧米の証券市場法制と比べても遜

色のない枠組みが整備されることとなる。 

具体的には、従来多岐にわたっていた縦割りの業規制が原

則として登録制の金融商品取引業に一本化されるほか、プロ

投資家向けファンドに対しては届出制とするなど、国際化の

観点に対応した措置が講じられている。これらにより、多様

な参加者の参入が促進され、利用者へ提供するサービスの多

様化や、リスクマネーの提供者の多様化につながることが期

待される。 

以上を踏まえれば、金融商品取引法制は、我が国金融・資

本市場の国際競争力の強化に向けた重要な基盤としても位置
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づけられるものであり、その適切かつ円滑な施行が重要であ

る。 

こうした観点から、現在、金融商品取引業者等に対する監

督指針及び検査マニュアルの改正が行われているところであ

り、これらに基づく適切な監督及び検査・監視を通じて、金

融商品取引法制の適切な運用を図っていくべきである。 

  

・ 銀行・証券に係るファイアーウォール規制のあり方 

－ 銀行・証券に係るファイアーウォール規制（弊害防止措置）

については、平成５年の金融制度改革において業態別子会社

方式による相互参入が解禁された際に、利益相反の防止や優

越的地位の濫用の防止等の観点から設けられたものであるが、

その後、実態を踏まえ、累次にわたる規制緩和が行われてき

たところである。 

しかしながら、現行のファイアーウォール規制は、金融グ

ループとしての業務展開に当たり、顧客に関する非公開情報

の授受等を原則的に禁止していることから、以下に掲げるよ

うな指摘がある。 

‐ 金融グループとして利用者に総合的なサービスを提供す

るための金融イノベーションを阻害している。 

‐ 金融グループとして要求される統合的リスク管理やコン

プライアンスの障害となっている。 

‐ 特に海外金融機関にとっては、規制対応のための体制整

備に伴う管理コストが増加している。 

他方、現行のファイアーウォール規制の根拠とされている

利益相反や優越的地位の濫用の可能性は今日においてもなお

重要な論点であるほか、我が国において銀行は依然として支

配的な地位にあり、経済に与える影響が大きいことや、金融

グループ内の情報共有に対する利用者の懸念等も考慮に入れ

る必要があるのではないかとの指摘もあった。 

したがって、銀行・証券に係るファイアーウォール規制の

あり方については、利用者利便の向上や金融機関の適切かつ

効率的な業務運営の確保等の観点とともに、利益相反や優越

的地位の濫用の防止の観点も踏まえ、必要十分なものとなる

よう、今後、金融審議会の場において、早急に検討を開始す

べきである。 
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    － なお、上記で指摘された利益相反等の弊害は、銀行・証券  

間のみに生じる問題ではなく、例えば、証券会社（グループ）

内の部門間、又は同一金融グループ内の銀行・証券間以外の

会社の間でも同様に生じる問題である。こうしたことから、

銀行・証券間に限らず、広く金融グループにおける利益相反

防止のための実効性ある方策等についても検討すべきである。 

また、金融サービスの高度化・多様化に伴い、新たな金融

関連業務へのニーズが高まっていることに鑑み、金融グルー

プに対する業務範囲規制等のあり方についても、規制の趣旨

や業務の特性等を踏まえ、今後、検討する必要がある。 

 

⑵ その他の制度インフラ 

・ 決済システム 

－ 決済システムは、金融・資本市場を支える重要なインフラで

あり、その安全性、効率性及び利便性等の高さは、金融・資本

市場の国際的な競争力を左右する極めて重要な要素の一つであ

る。 

現在、決済システムについては、資金決済における日銀ネッ

トの次世代ＲＴＧＳ（Real Time Gross Settlement：即時グロ

ス決済）化や、証券決済における株券等のペーパーレス化等、

その改善に向けた取組みが進められているが、我が国金融・資

本市場の国際的な競争力を強化するためには、情報通信技術の

高度化、金融・資本取引のクロスボーダー化等の流れに対応し、

決済システムの安全性、効率性及び利便性をより一層向上させ

ることが重要である。 

     今後、決済システムの強化に向け、関係者が主体的かつ積極

的に取り組んでいくことが期待されるとともに、決済システム

に関する様々な論点につき、引き続き幅広い観点から専門的な

検討を進めていく必要がある。 

 

・ 個人の資産形成促進スキームの導入 

－ 「貯蓄から投資へ」の流れを一層加速させるためには、市場

に参加する個人投資家の裾野を拡大していく必要がある。 

高齢化社会の進展を踏まえ、国民が、老後に向けてより豊か

な蓄えを確保することができるよう、米国のＩＲＡ（Individual 

Retirement Account: 個人退職勘定）、英国のＩＳＡ（Individual 

Savings Account: 個人貯蓄口座）等の個人の資産形成を促進す

るスキームも参考にしつつ、日本版４０１ｋ（確定拠出年金）
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制度の拡充等について、拠出のあり方や税制を含め、検討する

必要がある。 

 

・ 税制 

－ 投資に対する収益率については、税引後の最終的な収益率で

見ることが当然であるように、金融商品・サービスとそれらに

対する課税のあり方は、密接不可分のものである。 

「貯蓄から投資へ」の流れを一層加速させるためには、金融・

証券税制の果たす役割も重要であり、そのためには、市場中心

の金融システムに再構築していくという改革の基本的な方向性

と整合的な形となるよう、法人・個人の各段階を通じた税負担

について、税制が市場に与える歪みを少なくする方向で、金融・

証券税制のあり方を議論していく必要がある。 

 

－ 我が国へ投資を行う市場参加者の中に、税負担を回避する目

的で近隣の国際金融センターを拠点として活動を行う動きが見

られる中で、我が国金融・資本市場の国際競争力を強化すると

ともに、相応の雇用と税収を確保するためには、金融・証券税

制のみならず、我が国税体系全体のあり方についても、今後、

議論していく必要がある。 

 

・ 人材教育 

－ 我が国金融・資本市場の国際競争力の強化のためには、ロン

ドン、ニューヨーク等の他の国際金融センターの例を見るまで

もなく、専門性の高い人材の存在が、最も基本的かつ重要な要

素であると考えられる。 

そのためには、金融・資本市場に参加する各プレイヤーが個々

に人材の育成・裾野の拡大に取り組むだけではなく、教育シス

テムや企業等における人事・研修システムのあり方についても

見直す必要があり、今後、大学、企業、政府等の関係者が一体

となった取組みを進めていく必要がある。 

また、国際金融センターとして、非英語圏である我が国は、

例えば香港やシンガポールといった他の国際金融センターと比

べ、英語で対応できる人材の厚みといった点で相対的に不利な

地位に置かれていることは否定できず、金融や周辺サービスに

係る専門性に加え、英語対応のための語学力の向上を広く図っ

ていくことも教育面の課題として重要である。 
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⑶ 物理的環境 

  ① 都市インフラ 

・ 国際金融センターとしての都市インフラの整備 

－ 国際金融センターとしての都市機能を向上させるためには、

金融機関のみならず法務・会計等の周辺専門サービスも含め

た様々な市場参加者の集積を促進し、内外のプレイヤーが安

全・快適に活動できる都市環境の整備に積極的に取り組む必

要がある。 

そのためには、金融行政と都市再生施策の連携により、民

と官一体となった取組みを推進することが重要であり、そう

した観点から、都市再生本部と連携し、都市再生プロジェク

トの推進に向けて取り組む必要がある。 

また、民間関係者においても自ら主体的に取り組むことが

期待される。 

 

② 交通インフラ 

   ・ 国際空港へのアクセスの改善 

－ 我が国の国際金融センターとしての機能を向上させるため

には、他の国際金融センターやアジア主要都市へ容易にアク

セスできることが必要である。 

そのためには、国際空港から都心までの移動時間の短縮等

により、国際空港へのアクセスを改善するとともに、我が国

と他の国際金融センターやアジア主要都市との間の航空路線

の利便性を向上させることが重要である。 

 

③ その他 

   ・ 人材確保のための生活環境等の整備 

－ 我が国金融・資本市場の国際競争力の強化のためには、我

が国市場で活躍するプレイヤーとして、国籍を問わず優秀な

人材を確保する必要があり、そのためには、外国人にとって

も教育、医療等様々な面で生活しやすい環境を整備すること

が重要である。 

この点については、都市再生プロジェクトを推進する中で

取り組んでいく必要がある。 
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３．各市場参加者（プレイヤー）が取り組むべき課題 

 

⑴ 市場開設者 

・ 海外企業の我が国市場への誘致のためのプロモーション 

－ 我が国金融・資本市場の国際的なプレゼンスを高めるために

は、海外企業による我が国資本市場での資金調達を促進する必

要がある。特に、１９９１年当時は１２７社上場していた東証

外国株市場が現在２５社に減少していることを踏まえれば、取

引所への海外企業の上場については、本国市場への回帰を招き

やすい海外の取引所との重複上場に依存するだけではなく、我

が国取引所への単独上場を推進することも重要である。 

このため、取引所をはじめとする関係者において、海外企業

の上場を誘致・促進するための積極的なプロモーション活動の

実施が期待される。 

 

・ 取引所における取扱商品の多様化 

－ 我が国金融・資本市場の国際的な魅力を高めるためには、取

引所において多様な商品が取り扱われることにより、利用者の

利便性が向上することが重要であり、投資家保護の観点に留意

しつつ、市場参加者のニーズを踏まえた各取引所による積極的

な取組みが期待される。 

 

・ 自主規制機能の強化 

－ 内外の投資家が安心して取引できる市場を構築するためには、

公開会社のガバナンスの向上も重要な課題である。このため、

東京証券取引所の「上場制度総合整備プログラム２００７」に

おいて掲げられた「企業行動規範」の早期の制定をはじめ、各

取引所の自主的な取組みが期待される。 

また、取引所の自主規制機能の実効性を確保するためには、

取引所自身による制裁金等のサンクションの手段の多様化とと

もに、それらの措置の実施にあたっての適正手続の確保を通じ

た態勢の強化が必要であり、取引所等の関係者における検討を

踏まえ、適切な対応がとられることを期待する。 

 

⑵ 資金調達者 

・ 企業財務・法務・会計に関する能力・理解の向上 

－ 外部資金の導入により更なる成長を目指す資金調達者にとっ

ては、資本市場へのアクセスにより、資金調達機会の拡大が期
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待されるが、そうした市場を利用するためには、資金調達者自

らが、コーポレートガバナンスの向上や内部統制の整備を図り、

内外の投資家に対する説明責任を果たすとともに、投資家の期

待するリターンの実現に努めていくことが重要である。 

金融商品取引法制の施行により、財務報告に係る内部統制報

告制度が導入されるが、これに加え、資金調達者サイドにおい

ては、企業財務・法務・会計に関する能力を向上させ、適切な

理解に基づく資金調達を促進する必要があり、関係者の主体的

な取組みが期待される。 

 

⑶ 個人投資家 

・ 金融経済教育の一層の充実による金融リテラシーの向上 

－ 厚みのある市場を構築するためには、市場の裾野を支える個

人投資家の存在が重要であるが、個人投資家の市場への参加を

促進するためには、適切な投資判断に資するよう、金融経済教

育を一層充実させることにより、金融リテラシー（基礎知識・

活用能力）の向上を図る必要がある。 

このため、金融庁、金融広報中央委員会をはじめとする関係

者において、個人投資家向けの金融経済教育の場の充実等、更

なる取組みを推進することが期待される。 

 

⑷ 機関投資家 

・ 市場型間接金融を支える柱となる機関投資家の質の向上 

－ 我が国金融システムを、市場機能を中核とする金融システム

に再構築するにあたっては、「貯蓄から投資へ」の流れを一層加

速し、国民の市場への幅広い参加を促進していく必要がある。

この流れを確かなものとするためには、機関投資家を通じて間

接的に市場に参加する、いわゆる市場型間接金融の果たす役割

が重要である。 

この市場型間接金融においては、年金、投資信託、保険等の

機関投資家が、情報収集やリスク管理に係る専門的な能力を発

揮しつつ、受益者である年金加入者、一般投資家、保険契約者

の利益の最大化に努め、フィデューシャリー・デューティー（受

託者責任）(注)を果たすことが必要不可欠である。 

しかしながら、我が国金融・資本市場における機関投資家の

実態を見ると、諸外国と比べ、運用対象の多様化や、議決権行

使等を通じたガバナンスの発揮が未だ十分に進んでおらず、年

金加入者、一般投資家、保険契約者に対するフィデューシャリ
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ー・デューティーが十分に果たされていないのではないかとの

指摘がある。 

また、機関投資家が市場で運用する資産に係る投資収益率も、

必ずしも年金加入者等の期待に応える水準に達していないとの

指摘もある。 

このため、公的年金の資金運用のあり方等については、金融・

資本市場の活性化の観点からの議論や年金制度そのもののあり

方に関する議論を含め、様々な議論が当スタディグループでも

行われた。この議論において、公的年金を含む年金、投資信託、

保険等の機関投資家が市場で運用を行うにあたっては、オルタ

ナティブ投資（代替投資）をはじめ、運用対象・手法の多様化

などを通じて競い合い、受益者の期待に応えていくことが求め

られており、その促進のための具体的な施策の早期の実施が必

要であるという点が一致して強調された。 

また、機関投資家においては、ファンドマネージャーに係る

人事・報酬体系の見直し等により、リスクテイク・運用技術力

の向上を図ると同時に、受益者に対するフィデューシャリー・

デューティーを一層十分に果たしていくことが期待される。 

 

（注）ここでは、「受託者」という用語を、我が国で一般的に使

用されている信託契約における trustee を指すものではな

く、英米における fiduciary、すなわち他者の信認を得て一

定範囲の任務を遂行すべき者を指す幅広い概念として用い

ており、fiduciary（受託者）が負うさまざまな責任を総称

して fiduciary duty（フィデューシャリー・デューティー）

として広く捉えている。なお、フィデューシャリー・デュ

ーティーの具体的な内容としては、説明義務、分別管理義

務、忠実義務（利益相反防止義務）、善管注意義務等が挙げ

られる。 

 

⑸ 金融仲介者 

・ 我が国金融機関による金融イノベーションへの取組み 

－ 我が国金融・資本市場の国際的な魅力の向上のためには、我

が国をマザーマーケットとする金融機関の競争力の強化により、

金融・資本市場における競争を促進し、利用者保護を図るとと

もに、利用者利便を向上させることが重要である。 

そのためには、各金融機関が、自らの経営判断に基づき、創

意工夫を発揮し、金融イノベーションに取り組んでいくことが
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必要である。あわせて、分散投資を図る等のリスク管理の徹底

が求められる。 

この点からは、内部の人材の有効活用をはじめとする諸課題

につき、企業文化、勤務環境、勤務形態、人事、報酬等に関し、

各金融機関のマネジメントレベルにおける積極的な取組みが望

まれる。 

 

・ より高度な金融商品・サービスを提供できる人材の育成・裾野

の拡大 

－ 我が国の金融機関の多くが、より高度な金融商品・サービス

の提供という点で、外資系金融機関の後塵を拝している理由と

して、高度な専門性を有する人材が不足しているとの指摘があ

る。 

利用者のニーズに対応し、多様かつ高度な金融サービス・商

品の提供を促進するためには、金融の専門知識やスキルを持っ

た人材を育成・強化し、その厚みを増していくことが重要であ

り、民間事業者における主体的な取組みが期待される。 

 

⑹ 周辺サービス 

・ 法律・会計サービス等の充実のための人材の育成・裾野の拡大 

－ 高度かつ国際的な金融商品・サービスの提供・利用のために

は、金融・国際取引等に精通した法律、会計専門家等周辺サー

ビスに従事する人材を育成・強化し、その厚みを増していくこ

とが重要である。 

具体的には、金融関係のビジネススクールやロースクール、

会計専門職大学院等における高等教育の充実等に向け、関係者

の取組みが期待される。 

また、金融商品取引の法令遵守の担い手となる専門家の育成

等に向けた体制・資格制度等の整備も今後検討されるべき課題

である。 
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Ⅲ．おわりに 

 

○ 今回、当スタディグループが論点として指摘した検討課題の中には、

規制当局をはじめ政府として取り組むべきもの、民間の自主的かつ積

極的な取組みに委ねられるべきものなど様々な主体による取組みが含

まれているが、全ての関係者が、自らの課題に真摯に取り組んでいく

ことが期待される。 

 

○ これらの課題を実現するためには、実効性ある推進体制を構築する

必要がある。こうしたことから、金融・資本市場改革に関する幅広い

課題を、例えば、「金融・資本市場競争力強化プラン（仮称）」という

包括的なパッケージとして、内閣の重要課題と位置づけ、それぞれの

課題の優先順位、実施時期の目標等を可能な限り明確にし、できるも

のからスピード感をもって取り組むべきである。 

 

○ 特に制度的な対応が必要となる課題については、今後、金融審議会

で整理した上で、適切な場において、法制面等を含め更に検討を深め

られたい。 

 

○ なお、このような取組みを進めるに当たっては、国民の広範な支持

が不可欠であり、金融･資本市場の国際競争力の強化の必要性やそれが

国民生活に与えるメリットについて、政府をはじめ関係者が国民の理

解を得るべく積極的な情報発信の強化に努めることが必要である。 

 

○ 我が国金融・資本市場の国際化は一朝一夕に実現するものではなく、

改革の諸施策の効果を検証しつつ、金融経済情勢の変化や利用者のニ

ーズを踏まえ、不断の取組みを進めていくことが必要である。当スタ

ディグループでは、今後、これらの取組みの進捗状況を注視していく

とともに、国際化に向けた更なる課題も含め、引き続き、議論を深め

ていくこととしたい。 

 

（以上） 
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資料６－３－１

自動車損害賠償責任保険審議会委員名簿

（平成1９年６月３０日現在）

会　　長 倉 澤 康 一 郎  慶應義塾大学名誉教授

委　　員 市 川 俊 明 (社)日本損害保険協会自賠責保険特別委員会委員長

　井 手 渉  全国交通事故遺族の会会長

海 野 孝 (社)日本自動車会議所理事

奥 宮 京 子  弁護士

加 藤 裕 治  全日本自動車産業労働組合総連合会会長

古 笛 恵 子  弁護士

島 田 彩 夏 (株)フジテレビジョン編成制作局アナウンス室

関 政 治  全日本交通運輸産業労働組合協議会事務局長

田 山 泰 之  損害保険料率算出機構専務理事

広 重 美 希 (財)日本消費者協会 消費生活能力検定試験作問委員長

福 田 弥 夫  日本大学教授

堀 田 一 吉  慶應義塾大学教授

特別委員 石 井 正 三  日本医師会常任理事

上 原 寿 宰  全国共済農業協同組合連合会代表理事理事長

北 原 浩 一  全国交通事故後遺障害者団体連合会代表

高 橋 伸 子  生活経済ジャーナリスト

田 中 節 夫 (社)日本自動車連盟会長

西 崎 哲 郎 　(株)日本格付研究所監査役

山 下 友 信  東京大学教授

（敬称略・五十音順）    
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財務報告に係る内部統制の整備

  　昨今のディスクロージャーをめぐる不適切事例
　　   　　　 →　財務報告に係る企業の内部統制が有効に機能していなかったのではないかとの懸念

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内部統制の整備の必要性

     ・　　米国では、企業改革法（サーベインズ＝オクスリー法）により、財務報告に係る内部統制につ
       　いて、経営者による評価と公認会計士による監査を義務付け
　　　　  英国、フランス、韓国等でも、同様の制度を導入
　
　　 ・    我が国では、１６年３月期から経営者確認制度を任意で導入（三百数十社が確認書を提出）

　　　　金融商品取引法（平成１８年６月７日成立）　～平成２０年４月１日以後開始する事業年度から適用
　　　　　上場会社を対象に財務報告に係る内部統制の「評価」と「監査」を義務付け(内部統制報告制度）
         　併せて、有価証券報告書等の適正性について、経営者の確認を義務付け（確認書制度）

  　　　企業会計審議会
            「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価
　　　　及び監査に関する実施基準の設定について」（平成１９年２月１５日）
　
　　　　　内部統制の評価及び監査に係る基準並びにより詳細な実務上の指針（実施基準）の公表

資料６－４－３
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資料６－５－１  

金融トラブル連絡調整協議会委員名簿 
平成１９年６月現在 

 

（消費者行政機関等）  

内閣府国民生活局消費者調整課長 西 村  保男 

国民生活センター相談調査部長 井 口  尚志 

東京都消費生活総合センター所長 永 野  実 

日本司法支援センター事務局次長 佐 川  孝志 

 

（消費者団体）  

金融オンブズネット、埼玉大学経済学部非常勤講師 原  早 苗 

全国消費者団体連絡会事務局消費者関連法担当 蓮 澤  敦子 

日本消費生活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会副会長 青山 理恵子 

 

（業界団体・自主規制機関）  

金融先物取引業協会業務部長 原 田  俊介 

信託協会事務局長兼信託相談所長 平 岡  守 

生命保険協会生命保険相談室長 竹 中  肇 

全国貸金業協会連合会苦情処理委員長 矢 野  利平 

全国銀行協会業務部長 辻  松 雄 

全国信用金庫協会業務管理部長 伊 原  進 

全国信用組合中央協会業務部審議役 井 上  裕二 

全国労働金庫協会業務部長 小 林  辰弥 

投資信託協会投資者相談室長 川 口  隆也 

日本証券業協会証券あっせん・相談センター所長 白 石  勝 

日本証券投資顧問業協会業務部長 高 谷  哲司 

日本商品先物取引協会自主規制部部長 浜 地  敏明 

日本商品投資販売業協会総務・業務部長 吉 澤  恒男 

日本損害保険協会そんがいほけん相談室企画グループグループリーダー 坂 本  仁一 

農林中央金庫総合企画部部長代理（農漁協系統金融機関代表） 宇都宮 正一 

不動産証券化協会総務部長・苦情相談室長 山口 真紀子 

前払式証票発行協会事務局長 永 澤  修 

 

（弁護士会）  

総合法律事務所あおぞら 大 川  宏 

長島・大野・常松法律事務所 井 上  聡 

港共同法律事務所 石 戸谷  豊 

 

（学識経験者）  

東京大学大学院法学政治学研究科教授 神 作  裕之 

生活経済ジャーナリスト 高 橋  伸子 

東京大学大学院法学政治学研究科教授 岩 原  紳作 

一橋大学大学院法学研究科教授 山 本  和彦 

 

（金融当局）  

金融庁総務企画局企画課長 桑 原  茂裕 

金融庁総務企画局政策課金融サービス利用者相談室長 伊 藤  雅男 

経済産業省経済産業政策局産業資金課課長補佐 俣 木  泰治 

厚生労働省労働基準局勤労者生活部企画課労働金庫業務室室長補佐 嶋 田  悦郎 

国土交通省総合政策局不動産業課不動産投資市場整備室長 佐 竹  洋一 

総務省郵政行政局貯金企画課長 淵 江  淳 

農林水産省経営局金融調整課組合金融指導官 根 本  賢治 

（敬称略、順不同） 
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過去の開催状況 

回数 日時 主な内容 

1 
平成 12 年 

9 月 7 日 

○金融審議会答申及びワーキンググループ報告について  

○金融トラブル連絡調整協議会の運営方法について 

2 11 月 8 日 ○「個別紛争処理における機関間連携の強化」について 

3 
平成 13 年 

1 月 16 日 
○「苦情・紛争処理手続の透明化」について 

4 4 月 3 日 ○「苦情・紛争処理事案のフォローアップ」について 

5 5 月 31 日 ○「苦情・紛争処理実績に関する積極的公表」について 

6 8 月 7 日 ○「広報活動を含む消費者アクセスの改善」について 

7 10 月 2 日 ○「機関間連携のあり方」について 

8 11 月 19 日 ○「苦情・紛争処理のモデルの中間試案」について 

9 
平成 14 年 

1 月 15 日 

○「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル（案）」

について 

10 2 月 8 日 ○「協議会における今後の取組みに係る論点メモ」について 

11 3 月 27 日 ○「苦情・紛争解決支援のモデル（案）に寄せられた意見」について 

12 4 月 25 日 ○「苦情・紛争解決支援のモデルの修正案」について 

13 5 月 23 日 ○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の取組みについて」（１） 

14 6 月 17 日 ○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の取組みについて」（２） 

15 7 月 22 日 
○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の進め方について」 

○「苦情・紛争解決支援のモデルのフォローアップの方法」について 

16 10 月 11 日 ○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（１） 

17 11 月 5 日 ○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（２） 

資料６－５－２ 
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18 12 月 12 日 
○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（３） 

○「機関間連携（総論）」について（１） 

19 
平成 15 年 

2 月 5 日 

○「機関間連携（総論）」について（２） 

○「実務者ネットワークの論点整理」について（１） 

○「金融商品販売法の施行状況の調査、点検の結果」について 

20 4 月 21 日 
○「機関間連携（弁護士仲裁センター）」について（１） 

○「苦情・紛争解決支援規則の再評価結果」について 

21 6 月 24 日 

○「機関間連携（弁護士仲裁センター）」について（２） 

○「実務者ネットワークの論点整理」について（２） 

○「消費者の認知に向けた PR」について 

22 9 月 9 日 
○「公的機関との連携」について（１） 

○「金融トラブルの解決に向けたその他の方策」について 

23 11 月 25 日 

○「公的機関との連携」について（２） 

○「協議会の今後の進め方」について 

○「その他：外国為替証拠金取引」について 

24 
平成 16 年 

3 月 24 日 

○「平成 15 年中の苦情紛争解決事例等」について 

○「金融商品販売法の施行状況フォローアップ」について 

25 5 月 28 日 
○「証券分野における苦情紛争解決の取組み」について 

○「無認可共済に係る相談事例等」について 

26 6 月 24 日 

○総合的なＡＤＲの制度基盤の整備の検討状況について 

○平成１５年度内の規則及び運用の改善等について 

○金融トラブル連絡調整協議会の成果等について 

27 9 月 10 日 

○ＡＤＲ法（仮称）の検討状況について 

○「金融サービス利用者相談室」（仮称）の設置について 

○今後の協議会の活動について 

28 
平成 17 年 

1 月 31 日 

○苦情紛争事例のケース・スタディ 

○海外のＡＤＲ事情報告について 

○「金融サービス利用者相談室」の設置について 

29 6 月 3 日 
○平成 16 年度内の規則及び運用の改善等について 

○平成 16 年度中の苦情・紛争事例等について 

30 10 月 27 日 

○金融サービス利用者相談室における相談等の受付状況等について 

○裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）関係法令に係る今後の見通し等について 

○偽造・盗難キャッシュカード問題について 

○投資サービス法（仮称）の検討状況について 
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31 
平成 18 年 

6 月 23 日 

○金融商品取引法等について 

○平成 17 年度の規則の改善等の報告 

○参加団体等における裁判外紛争処理に係る取組みについて 

32 12 月 6 日 

○業界団体の苦情紛争解決支援手続の運用面等改善の取組みについて 

○金融サービス利用者相談室における相談等の受付状況等について 

○裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ADR 法）の平成 19 年 4 月施行

に向けた事前説明について 

○金融商品取引法の認定投資者保護団体制度の活用について 

○本人確認法施行令等の改正について 

33 
平成 19 年 

6 月 12 日 

○ADR 法の認証及び金商法（認定投資者保護団体）の認定取得について 

○利用者相談室満足度調査について 

○日本司法支援センター（法テラス）の概要について 

○多重債務問題解決のためのカウンセリングシンポジウムについて 

○平成 18 年度における業界団体・自主規制機関の苦情・紛争解決支援について 
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資料６－５－３ 

金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデルについて 

 

１．モデルの位置付け 

○ このモデルは、金融分野における苦情・紛争解決支援の改善のため、現状にお

いて実現可能な範囲の下で理想的と考えられる苦情・紛争解決支援手続を金融ト

ラブル連絡調整協議会として策定したものであり、金融分野における各業界団

体・自主規制機関において、このモデルを踏まえた苦情・紛争解決支援手続の整

備が期待されるものと位置付けられる。 

○ なお、このモデルでは、業界団体・自主規制機関が行なう苦情・紛争の解決に

ついて、これまでの「処理」という概念に替えて、当事者による解決を支援する

という立場を明確にするため、「解決支援」という概念を導入している。 

 

２．モデルの策定の経緯 

平成１２年 ９月 ７日 協議会設置 

平成１３年 １月１７日 モデル策定及びモデル策定のためのワーキンググルー

プの設置を決定。 

      ３月 ６日 ワーキンググループ設置。 

     １１月１９日 モデルの中間試案を検討。 

平成１４年 １月１５日 各界からの意見を募集に付すためのモデル案を決定。 

      ４月２５日 モデルを決定。 

 

３．モデルの概要 

① 理念的事項 

○ 金融分野における苦情・紛争解決支援の基本的理念として、「公正中立」、「透

明性」、「簡易・迅速・低廉」、「実効性の確保」、「金融市場の健全な発展」を明

示。 

○ 苦情等の発生原因の解明及び会員企業・消費者への周知等を通じた再発防止

への取組みを業界団体等が設置する苦情・紛争解決支援機関（以下「機関」と

いう。）の責務として規定。 

 

② 通則的事項 

○ 苦情・紛争の定義や守秘義務等の苦情解決支援と紛争解決支援に共通する事

項を規定。 
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○ 機関の利用を促進するため、機関及び会員企業による機関の消費者への周知

やアクセスポイントの拡充等を規定。 

○ いわゆる「たらい回し」を防ぐため、機関間連携として行なうべきことを提

示。 

○ 苦情・紛争解決支援実績等の公表や機関に対する外部評価の実施を通じて機

関の運営の適正化や規制整備を推進。 

 

③ 苦情解決支援規則 

○ 取扱う苦情や苦情申立人の範囲、標準処理期間、苦情解決支援を行なわない

場合を明示することにより、手続の進行に当たっての基準を明確化。 

○ 苦情受付時の手続の概要の説明や苦情解決支援を行なわない場合の理由の説

明、結果の報告、苦情未解決の場合の取扱い等、機関が申立人に対して行なう

べきことを規定。 

○ 苦情の解決の促進や、機関による調査への協力、相対交渉の際の対応等の会

員企業が行なうべきことを明示。 

○ 会員企業に対する措置・勧告等苦情の解決及び再発防止に向けて機関が積極

的に行なうべきことを規定。 

○ 紛争解決支援手続を設けていない機関も想定して、他の紛争解決機関の紹介

や苦情解決支援段階での解決案の提示も規定。 

 

④ 紛争解決支援規則 

○ 紛争解決支援委員会（機関の委嘱を受けて紛争解決支援手続を実施する者）

の設置や利害関係者の排除、運営委員会の設置等を規定することにより、機関

の組織面からも中立性・公正性を担保。 

○ 取り扱う紛争や紛争申立人・代理人の範囲、あっせん・調停を行なわない場

合や手続を打ち切る場合等の手続の進行に当たっての基準を明確化。 

○ 会員企業に対する事実調査・資料提出要求や措置・勧告等の機関の会員企業

に対する権限を明確化するとともに、調査等に対する会員企業の協力義務を規

定。 

○ 提示されたあっせん・調停案について、会員企業による尊重義務を規定する

とともに、正当な理由なく受諾しない場合など紛争解決支援委員会が必要と認

める場合は、当該企業名を公表することも併せて規定。 
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貸金業制度等に関する懇談会メンバー

座 長 吉野　 直行 慶應義塾大学経済学部教授

メ ン バ ー 池尾   和人 慶應義塾大学経済学部教授

今松　 英悦 ㈱毎日新聞社論説委員

岩原   紳作 東京大学大学院法学政治学研究科教授

上柳　 敏郎 東京駿河台法律事務所・弁護士

翁　　 百合 ㈱日本総合研究所調査部主席研究員

金丸　 恭文 ﾌｭｰﾁｬｰｼｽﾃﾑｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱代表取締役会長兼社長

川本　 裕子 早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授

神田   秀樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

木村　 裕士 日本労働組合総連合会総合政策局長

今野 　由梨 ダイヤル・サービス㈱代表取締役社長

関　　 哲夫　 新日本製鐵㈱常任監査役

高橋   伸子 生活経済ジャーナリスト

田中   直毅 ２１世紀政策研究所理事長

根本　 直子 スタンダード＆プアーズ マネージング・ディレクター

野村　 修也 中央大学法科大学院教授

原  　 早苗 埼玉大学経済学部非常勤講師

堀内　 昭義 中央大学総合政策学部教授

水上　 慎士 早稲田大学ファイナンス研究センター教授

山下 　友信 東京大学大学院法学政治学研究科教授

和仁　 亮裕 外国法共同事業法律事務所リンクレーターズ パートナー弁護士

オブザーバー 飯島　 　巖 ㈱オリエントコーポレーション代表取締役会長

小倉　 利夫 ㈳全国貸金業協会連合会会長

木下　 盛好 アコム㈱代表取締役社長

熊谷　 昭彦 ＧＥコンシューマー・ファイナンス㈱代表取締役社長

栗山　 道義 三井住友カード㈱代表取締役社長

斉藤　 　哲 全国銀行協会副会長・専務理事

藤木　 保彦 オリックス㈱代表執行役社長

（敬称略・五十音順）

内閣府国民生活局

警察庁生活安全局

法務省民事局、刑事局

経済産業省商務情報政策局

日本銀行企画局

資料６－６－１
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資料６－６－２  

 
「貸金業制度等に関する懇談会」の開催状況 

 

第１回 17年3月30日（水） 事務局説明（貸金業制度等の概要） 

 

第２回 ４月２７日（水） ヒアリング① 

日本弁護士連合会消費者問題対策委員会 

・ 宇都宮健児 弁護士 

・ 木村達也 弁護士 

・ 三木俊博 弁護士 

・ 新里宏二 弁護士 

 

第３回 ５月２７日（金） ヒアリング② 

・ JCFA（日本消費者金融協会）会長 

  （木下アコム㈱社長） 

・ ㈳全国貸金業協会連合会 会長 

    （小倉三信産業倉庫㈱社長） 

・ ㈳全国信販協会 会長 

    （飯島㈱オリエントコーポレーション会長） 

 

第４回 ６月１５日（水） ヒアリング③ 

・ 全国クレジット・サラ金被害者連絡協議会 

・ 警察庁 

 

第５回 ６月２９日（水） ヒアリング④ 

・ 日本クレジット協会前会長 

（栗山三井住友カード㈱社長） 

・ ㈳リース事業協会副会長 

    （藤木オリックス㈱社長） 

・ 外資系貸金業者 

    （山川ＧＥコンシューマー・ファイナンス㈱社長） 

 

第６回 ７月２９日（金） ヒアリング⑤ 

・ 商工ローン利用者・関係者 

・ 柴田昌彦 税理士 

・ 都府県（東京、大阪、熊本、長野） 

 

第７回 ９月 ７日（水） ヒアリング⑥ 

・ 鎌野邦樹 千葉大学教授 

・ 堂下浩 東京情報大学助教授 

 

第８回 １２月 ８日（木） ヒアリング⑦ 

・ 西ヶ谷葉子 ㈱生活行動研究所所長 

・ 西村隆男 横浜国立大学教授 
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第９回 18年1月27日（金） 吉野座長（議論の整理） 

事務局説明（今後の検討課題） 

ヒアリング⑧ 

・ ㈶日本クレジットカウンセリング協会 

（山岸専務理事） 

・ フィナンシャルカウンセリング研究会 

（杉江座長） 

・ ㈳全国貸金業協会連合会 

  （小倉会長） 

・ 西村隆男 横浜国立大学教授 

 

第10回  ２月１５日（水） 事務局説明 

ヒアリング⑨ 

・ 木下盛好 アコム㈱社長 

・ 髙橋亘 ＮＩＣ会会長 

・ 河野聡 弁護士 

 

第11回  ２月２８日（火） ヒアリング⑩ 

・ 嵜岡邦彦 ㈱ニッシン社長 

・ 土屋明道 日本事業者金融協会会長 

・ 竹谷和芳 全国信用情報センター連合会事務局長 

事務局説明 

討論（過剰貸付防止のための規制等のあり方） 

 

第12回  ３月１０日（金） 事務局説明 

討論（グレーゾーン問題（任意性、書面交付義務等） 

と金利規制のあり方） 

 

第13回  ３月２２日（水） 事務局説明 

警察庁説明 

討論（契約・取立てにかかる行為規制等のあり方） 

 

第14回  ３月３１日（金） 事務局説明 

討論 

 

第15回  ４月 ７日（金） 事務局説明 

討論 

 

第16回  ４月１８日（火） 事務局説明 

討論 

 

第17回  ４月２１日（金） 事務局説明 

討論 
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座長としての中間整理 

第18回  ７月２７日（水） 事務局説明 

討論（今後の検討課題について） 

 

第19回  ８月２４日（木） 事務局説明 

討論（制度等の検討状況） 
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資料６－７－１  

多重債務者対策本部の設置について 

平成１８年１２月２２日 

閣 議 決 定 

 

１ 多重債務者対策の円滑かつ効果的な推進を図るため、内閣に多重債務者対

策本部（以下「本部」という。）を設置する。 

 

２ 本部の構成員は、次のとおりとする。ただし、本部長は、必要があると認

めるときは、構成員を追加し、または関係者に出席を求めることができる。 

 

本 部 長  内閣府特命担当大臣(金融)  

本 部 員  内閣府特命担当大臣(国民生活政策)、国家公安委員会委員

長、総務大臣、法務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生

労働大臣、経済産業大臣 

 

３ 本部に幹事を置くことができる。幹事は、関係行政機関の職員で本部長の

指定した官職にある者とする。 

 

４ 本部の庶務は、金融庁等関係行政機関の協力を得て、内閣官房において処

理する。 

 

５ 本部長は、必要に応じ、有識者の参集とその意見の開陳を求めることがで

きる。 

 

６ 前各項に定めるもののほか、本部の運営に関する事項その他必要な事項は、

本部長が定める。 
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資料６－７－２  

多重債務者対策本部有識者会議の設置について 

 

平成１８年１２月２６日 

多重債務者対策本部長決定 

 

１ 多重債務者対策について、専門的な知見と行政の立場を超えた幅広い視野

が求められることから、その基本的な方針について議論するため、多重債務

者対策本部に、多重債務者対策本部有識者会議（以下「有識者会議」という。）

を置く。 

 

２ 有識者会議の構成員は、以下のとおりとする。ただし、座長は、必要があ

ると認めるときは、構成員を追加し、または関係者に出席を求めることがで

きる。 

 

池尾和人  慶應義塾大学経済学部教授 

宇都宮健児 弁護士 

翁百合   ㈱日本総合研究所理事 

草野満代  フリーキャスター 

佐藤英彦  警察共済組合本部理事長 

須田慎一郎 ジャーナリスト 

高橋伸子  生活経済ジャーナリスト 

橘木俊詔  京都大学大学院経済学研究科教授 

田中直毅  ２１世紀政策研究所理事長 

野村修也  中央大学法科大学院教授 

本多良男  全国クレジット・サラ金被害者連絡協議会事務局長 

松田昇   弁護士、前預金保険機構理事長 

山出保   全国市長会会長(金沢市長) 

吉野直行  慶應義塾大学経済学部教授 

 

３ 有識者会議の座長は、構成員の互選による。 

 

４ 有識者会議の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房との連携の下

に金融庁において処理する。 
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資料６－７－３  

多重債務者対策本部の開催経過 

 

 

○ 設置・本部会合 

 

平成 18 年 12 月 22 日 閣議決定により設置 

平成 19 年 4 月 19 日 関係省庁の局長級による第２回多重債務者対策 

本部幹事会開催 

平成 19 年 4 月 20 日 関係閣僚による第２回多重債務者対策本部開催・ 

「多重債務問題改善プログラム」決定 

 

 

○有識者会議における検討状況 

 

第１回  19 年 1 月 29 日  事務局説明（貸金業法改正等の概要） 
 
第２回  19 年 2 月 7 日  ヒアリング① 

岩手県における多重債務問題に対する取組み 

・盛岡市消費生活センター吉田主査 

・岩手県消費者信用生活協同組合上田マネージャー 

・こずかた法律事務所石橋弁護士 
 
第３回  19 年 2 月 22 日  ヒアリング② 

司法書士による消費者教育に対する取組み 

・日本司法書士会連合会境理事 
 
第４回  19 年 3 月 2 日  ヒアリング③ 

岐阜県における多重債務問題に対する取組み 

・岐阜県環境生活政策課山下主任 
 
第５回  19 年 3 月 26 日  各省より論点について意見を聴取 
 
第６回  19 年 4 月 6 日  とりまとめ案について議論 
 
 

     19 年 4 月 9 日 「多重債務問題の解決に向けた方策について 

             （有識者会議による意見とりまとめ）」公表 
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  資料６－７－４ 
「多重債務問題の解決に向けた方策について 

（有識者会議による意見とりまとめ）」の概要 
 
 

○ 我が国の消費者金融の利用者は少なくとも 1400 万人、多重債務者は 200 万人超。 
 
○ 改正貸金業法（上限金利の引下げ、総量規制の導入等）による貸し手への規制を通じて

新たな多重債務者の発生は抑制。 
 
○ 一方で、今後、改正法完全施行に向けて、既存の借り手等を対象にした「借り手対策」

が必要。 

 

１．丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化 

２．借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提供 

３．多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化 

４．ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化 

 

 

多重債務者対策本部において、このとりまとめに基づいて、早急に具体的な措置を検討

した上で「多重債務問題改善プログラム（仮称）」を策定し、政府及び関係者が一体と

なって実行することを強く要請。 

 
 
  

１．丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化 
 
 
○ 多重債務者の中で相談窓口やカウンセリング主体にアクセスできているのは２割程度

との指摘。残りの８割の掘り起こし（発見）・問題解決が重要。 
 
○ 現在の担い手は、弁護士会・司法書士会、財団法人日本クレジットカウンセリング協会、

法テラスなど。カウンセリングの量・質、相互のネットワークの構築が不十分。 
 
○ 全国の市町村のうち、相談者からの事情の聴取や、解決方法の検討・助言を行っている

のは、それぞれ約４割、約２割。 

概して町村に比べて市の方が相談内容が充実。ただし、比較的人口規模が大きい市、

消費生活センターがある市でも、他の相談窓口等への紹介にとどまるケースも多い。 

 

 
 
○ 多数の多重債務者がどこにも相談できないまま生活に行き詰まるおそれがある中で、相

談体制の強化はすぐに措置すべき課題。 
 
○ 既存のカウンセリング主体による体制強化に加えて、遅くとも、改正貸金業法完全施行

時には、どこの市町村に行っても適切な対応が行われる状態が実現されるよう要請。 
 
○ 地方自治体は、住民への接触機会が多く、多重債務者の掘り起こし（発見）・問題解決

に機能発揮が期待できる。こうした機能が発揮されるよう、各自治体に各部局間の連携

を要請。（例：生活保護、家庭内暴力、公営住宅料金徴収等の担当部局で多重債務者を

発見した場合には、相談窓口に直接連絡して誘導する。） 
 
※ こうした取組みは、自治体にとっても、保険料・公共料金等の納付確保につながるメ

リットもあるとの指摘。 
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○ 市町村による相談については、一律の対応を求めるのではなく、以下の対応を要請。 
 

イ 相談窓口が整備されており相談の専任者がいる自治体（約 400（このうち市は約 300））

に、丁寧な事情の聴取、具体的な解決方法の検討・助言ができるよう相談体制・内容

の充実、専門機関（弁護士・司法書士等）への紹介・誘導を要請。 

ロ 消費生活センターを設置している市、地域で中核的な役割を果たしている人口規模

が大きい市にも同様の要請。 

ハ それ以外の市町村は、他自治体やカウンセリング主体への紹介・誘導を要請。 
 
○ 都道府県に、以下の対応を要請。 
 
① 自らの相談窓口における相談内容を充実（市町村の相談体制の補完） 

② 都道府県庁の関係部署、警察、弁護士会・司法書士会等による「多重債務者対策本部

（又は同協議会）」を設立、必要な対策を協議。 

③ 市町村のネットワーク作り等を支援。 
 

○ 国は財務局における相談体制を強化するとともに、自治体向けに実践的な相談マニュア

ルを作成し、ノウハウを提供・指導。 
 

○ 法テラスは、紹介業務の体制整備を行うとともに、低所得者向けの民事法律扶助（無料

法律相談等）の利用促進のため、周知、体制の整備強化。 
 

○ 関係業界が拠出する財団法人日本クレジットカウンセリング協会は現状の全国３箇所

を増設し、ブロック単位（全国 11 箇所）で拠点を設置。 
 
 

２．借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提供 
 

○ 貸金業者からの返済に窮した場合の解決法は、主に任意整理や自己破産等。 
 
○ 公的なセーフティネット貸付は消費者金融に比べて小規模。 
 
○ 岩手信用生協は、多重債務者向けの融資で極めて低い貸倒率（約 0.1％）を実現。 
 
 

 

○ 高リスク者の受け皿となる消費者向けのセーフティネット貸付けは、各地域において 

「顔の見える融資」（丁寧な事情聴取、解決方法の相談､事後のモニタリングを前提とし

て､返済能力が見込まれ､問題の解決に資する場合に限って低利の貸付け）を行う、いわ

ば「日本版グラミン銀行」モデルを広げていくべき。（主体は各地域の非営利機関(生協、

ＮＰＯ、中間法人等)や民間金融機関(労金､信金､信組等)｡公的な信用付与として自治体

が､非営利機関に融資する金融機関に預託金を預ける岩手信用生協の例も参考になる。） 
 
○ 既存の消費者向けセーフティネット貸付け(社会福祉協議会による生活福祉資金貸付

等）についても､事前相談や事後モニタリングを充実させること等(債務整理等に関する

研修、弁護士会等との連携強化等)により､受け皿としての活用の促進が望まれる。 
 
○ 社会保障の最後のセーフティネットである生活保護については、受けられるべき生活保

護が受けられずに高金利の貸付けがそれを代行する事態が発生しないよう、適正な運用

を図る。 
 
○ 事業者向けの政府系金融機関によるセーフティネット貸付等については、 

・ きめ細かく融資申込者の状況を把握し、債務整理等のため、必要に応じて弁護士等へ

の紹介・誘導。 

・ 早期の事業再生や再チャレンジを支援するため、全国約 280 箇所に再チャレンジ相談

窓口の設置を行うとともに、中小公庫・国民公庫等により、再生プロセスにある事業

者や一旦失敗した事業者に対する融資制度が導入されるのでその積極的な活用を促す。 
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３．多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化 
（現在の多重債務者救済のための相談体制の整備等とともに、「対策の車の両輪」） 
 

○ 消費者金融利用者の金利・返済額に関する知識・認識不足。 
 
○ 借金をした場合の金利や上限金利制度等は、実際の教育現場では十分教えられていない

のではないかとの指摘。（弁護士会・司法書士会や自治体職員などの自主的取組みに委

ねられている。） 
 
○ 多くの若者が多重債務問題に直面しているとの指摘。 
 
○ 消費者金融大手５社の新規利用者のうち４割超は 20 歳代。 

 

 

○ 社会に出る前に、高校生までの段階で、全ての生徒が、具体的な事例を用いて、借金を

した場合の金利や返済額、上限金利制度、多重債務状態からの救済策（債務整理などの

制度や相談窓口の存在）等の知識を得ることが必要。 
 
○ 当面の対応策として、ホームルーム等において借金問題を取り上げるよう促すことを検

討するべき。 
 
○ さらに、高校の家庭科の学習指導要領において、多重債務問題について取り扱うことを

具体的に検討するべき。 

（あわせて、学習指導要領の見直しの内容を踏まえた、教員研修を行うこと等が必要。

また、教科書において、見直しも踏まえた記述がなされることを期待。） 
 
○ 成人への消費者教育については､関係団体・自治体等による取組みを期待。 

 

 

４．ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化 
 
 
○ 改正貸金業法の施行による貸金業者の廃業、高リスクの借り手が借りられなくなること

によるヤミ金被害の懸念。 
 
○ 現在のヤミ金の広告・活動等にかんがみ、取締りが不十分との指摘。一方で、手口の高

度化、捜査・取締りの困難化。 
 
○ 警察署や警察官によって、被害者への対応にばらつきがあるとの指摘。（「借りたものは

返すべき」との発言など） 
 
 

○ 今回の改正貸金業法の規制強化を実効的なものとするため、ヤミ金撲滅が不可欠。 
 
○ 警察や監督当局は、ヤミ金の撲滅に向けて取締りを徹底すべき。警察においては、一定

期間は集中取締本部を維持し摘発を強化。監督当局は、処分を徹底するとともに、積極

的に警察に情報提供すべき。 
 
○ 被害相談を受けた警察・監督当局は、電話による警告等を積極的に行うべき。警察は、

携帯電話の不正利用停止制度の積極的活用を検討すべき。 
 
○ 「犯罪による収益の移転防止に関する法律」において、郵便物受取・電話受付サービス

業者に対して、本人確認、疑わしい取引の届出等が義務付けられたので、施行後は、ヤ

ミ金対策に積極的に活用すべき。 
 
○ 現場の警察官が適切な対応ができるよう、平易で実践的なマニュアルを現場の警察官に

配布・周知すべき。 
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資料６－７－５  

 

多重債務問題の解決に向けた方策について 

（有識者会議による意見とりまとめ） 

 

平成１９年４月９日 

多重債務者対策本部有識者会議 

  

はじめに 

 

現在、我が国においては、消費者金融の利用者が少なくとも約 1,400 万人、そのう

ち多重債務状態に陥っている者は 200 万人超に上ると言われている。 

昨年の臨時国会において成立した改正貸金業法により、貸付けの上限金利の引下げ、

貸付残高の総量規制の導入等の施策が講じられることとなったが、これは、貸し手へ

の規制を通じて新たな多重債務者の発生を抑制しようとするものである。 

一方で、今後、改正法完全施行に向けて、既存の借り手や、相対的にリスクの高い

新規の借り手に対して円滑に資金が供給されにくくなる可能性は否定できず、さらに、

いわゆるヤミ金がこうした借り手を対象に跋扈することも懸念される。 

そこで、いわば「借り手対策」として、特に現に多重債務状態に陥っている者に対

して、債務整理や生活再建のための相談（カウンセリング）を行い、その上で、あく

まで解決手段の一方法として、セーフティネット貸付けを提供するとともに、新たな

多重債務者の発生予防のため、金融経済教育の強化を図ることが喫緊の課題となって

いる。また、ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化も不可欠である。 

これらの課題を検討するために、昨年末に内閣に多重債務者対策本部が設置され、

多重債務者対策の基本的方針を議論するため、この有識者会議が設けられた。 

有識者会議においては、本年１月以降６回にわたって議論を重ね、多重債務者の相

談やセーフティネット貸付けにおいて先進的な取組みを行っている地方自治体の

方々や関係団体からのヒアリングも行いながら、多重債務者対策のそれぞれのテーマ

について、どのような方策が考えられるか検討を行ってきた。 

以下、各テーマごとに、当会議において多く表明された意見等を踏まえて、直ちに

取り組むべき方策として、有識者会議としての意見をとりまとめたものを提示する。 

今後、多重債務者対策本部において、このとりまとめの内容に基づいて、早急に具

体的な措置を検討した上で「多重債務問題改善プログラム（仮称）」を策定し、政府

部内で関係省庁が十分に連携し、また、国、自治体及び関係者が一体となって実行す

ることを強く要請する。 

また、これらの取組みとあわせて、多重債務問題が深刻な社会問題であり、その解

決が健全な社会の形成に極めて重要であることを国民に訴えていく努力が今後とも

重要である。 
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１．丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化 

 

(1) 当会議による現状認識 

 

① 現在、我が国において多重債務状態に陥っている者は少なくとも 200 万人に上

ると言われているが、そうした多重債務者の中で、相談窓口やカウンセリング

主体にアクセスできているのは２割程度と指摘されている。こうした中で、残

りの８割をどのように掘り起こし（発見し）、問題解決に導くかが喫緊の課題で

ある。 

 

② 多重債務者の事情を聞いて債務整理など具体的な解決のアドバイスを行い得る

カウンセリング主体は、現状では、弁護士会・司法書士会のほか、財団法人日

本クレジットカウンセリング協会、日本司法支援センター（法テラス）（民事法

律扶助）などがあるのみであり、カウンセリングの量・質がニーズに追いつい

ていないものと考えられる。また、カウンセリング主体相互のネットワークの

構築が不十分と考えられる。 

 

③ 金融庁・総務省が共同で、全国の市町村に対して、多重債務者への相談の対応

などの取組みについてアンケート調査を実施し、その結果が当会議に報告され

た。 

住民からの多重債務問題に関する相談があった場合の主な対応としては、他

の相談機関等への紹介を挙げた市町村は全体の約 94％あったが、相談者からの

事情の聴取や解決方法（任意整理、特定調停、個人再生、破産等）の検討・助

言を挙げた市町村は、それぞれ全体の約 41％、約 22％にとどまっている。 

一方で、住民からの多重債務に関する相談に対して、「消費生活センターを設

置し、対応している」又は「消費生活センターは設置していないが、消費者問

題の相談窓口を常設し、対応している」と回答した市町村は、全体の約 49％あ

る。また、多重債務問題も扱う消費者相談の専任者を置いている市町村は全体

の約 28％ある。 

相談対応は自治体によってばらつきがあるが、概して町村に比べて市の方が

相談内容が充実している。ただし、市において比較的人口規模が大きい自治体

や消費生活センターが設置されている自治体でも、事情の聴取や解決方法の検

討・助言は行わずに、他の相談窓口等への紹介にとどまっているケースも多く

見られる。 

ただし、現状では、今後の取組みの拡充については、市町村のうち約 71％が

専門的知識の不足を、約 55％が財政的・人員的な困難を指摘している。 

 

④ また、多重債務者は、生活保護申請者や公営住宅家賃滞納者などの中にも多く

存在するとの指摘がある。これらの者に接するのは自治体の相談対応部署以外

の部署であり、部署間の連携協力により、多重債務者の掘り起こし、問題の総
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合的解決を図ることが可能となり得る。 

上述の自治体アンケート調査においては、多重債務問題を抱える者に対応し

た場合に関係部局と連携を図っているかとの質問に対して、「相談窓口に直接連

絡し、相談に誘導する」又は「相談窓口の連絡先等を教える」との回答を行っ

た市町村は全体の約 49％見られた。 

 

⑤ 一方、当会議では、多重債務問題に先進的な取組みをしている自治体の方々か

らヒアリングを行った。住民が抱える問題の深刻さを認識し、自らの仕事に使

命感を持って取り組む職員の存在が共通して見られ、そうした方が少数でも、

場合によっては１人でも、相当の成果を上げている事例が見られた。 

 

 

(2) 当会議における意見のとりまとめ 

 

① 多数の多重債務者がどこにも相談できないまま生活に行き詰まるおそれがある

中で、相談体制の強化はすぐに措置すべき課題であり、少なくとも「できると

ころからやり始める」ことが重要と考えられる。 

その際には、国は自らできる限りの取組みを行うとともに、地方自治体の取

組みも重要となってくる。 

 

② 地方自治体（特に市町村）は、住民から最も身近で、住民との接触機会も多く、

現状でも消費生活センターやその他の相談窓口で多重債務相談に応じていると

ころもあり、消費者基本法上国とともに消費者政策の担い手であることから、

「多重債務者への対応は自治体自らの責務」との意識を持って、自ら主体的に

相談窓口における積極的な対応を行うことが望まれる。 

 

③ 地方自治体は、複数の部署で住民への様々な接触機会があり、多重債務者の掘

り起こし（発見）について、他の主体に比べて機能発揮を期待できるものと考

えられる。また、生活保護や児童虐待対策など、多重債務者が抱え得る多重債

務以外の問題も含めて総合的に問題を解決する役割も期待できるものと考えら

れる。 

そうした機能を効果的に発揮するために、それぞれの地方自治体内の各部局

間の連携を進めるよう要請すべきである。例えば、生活保護を担当する福祉事

務所、家庭内暴力・児童虐待、公営住宅料金徴収の担当部署等で、多重債務者

を発見した場合、相談窓口に直接連絡して誘導するといった取組みが求められ

る。 

 

④ 地方自治体は、地域の窮乏化防止、保険料・公共料金等の納付確保の観点から、

地域の多重債務者の相談に積極的に取り組むメリットもあるとの指摘が多く見

られた。 
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⑤ 相談窓口における対応としては、多重債務に陥った事情を丁寧に聴取し、考え

られる解決法の選択肢（任意整理、特定調停、個人再生、自己破産等）を検討・

助言し、必要に応じて専門機関（弁護士・司法書士、医療機関等）に紹介・誘

導するといったプロセスをとることが望ましい。 

ただし、全ての市町村に一律の対応を求めるのではなく、比較的対応能力が

認められる自治体に対して、事情の聴取や解決方法の検討・助言ができるよう、

相談体制・内容の充実を要請していくことが考えられる。 
 

イ その際には、まずは、相談窓口が整備されており（自治体アンケート調査

によれば「消費生活センターを設置し、対応している」又は「消費生活セン

ターは設置していないが、消費者問題の相談窓口を常設し、対応している」

と回答した市町村は、全体の約 49％）、さらに、多重債務問題も扱う消費者

相談の専任者を置いている市町村（同じく全体の約 28％）が対象として考え

られる。（上述のアンケートによれば、この両者を満たす市町村は約 21％（386

市町村）、このうち市は 325 市。） 
 

ロ また、これらのほかにも、例えば、消費生活センターを設置していたり、

地域で中核的な役割を果たしている人口規模が大きい市においても、相談体

制・内容の充実を要請していくことが考えられる。 
 

ハ また、これ以外の市町村においては、多重債務者を発見した場合には、都

道府県など他の自治体やカウンセリング主体への適切な紹介・誘導を行うよ

う要請していくべきと考えられる。 
 
こうした取組みを行った上で、遅くとも、改正貸金業法完全施行時には、ど

この市町村に行っても適切な対応が行われる状態を実現するよう要請していく

べきと考えられる。 

 

⑥ また、自治体の相談体制・内容の充実にあたっては、自治体アンケート調査か

らも、国とともに、都道府県に大きな役割が期待されているものと見られる。 

都道府県には、まず、消費生活センター等の自らの相談窓口において、事情

の聴取や解決方法の検討・助言ができるよう、相談体制・内容の充実を要請し

ていくべきである。また、十分な相談対応のできない市町村の住民に対して相

談を行う補完的役割を担うことを要請していくべきである。 

さらに、例えば、各市町村からの照会に対応するホットラインを設けるなど、

市町村からの照会・相談に応じるとともに、市町村が専門機関と円滑な連携が

できるように、弁護士・司法書士、関係団体のネットワークの構築等を支援・

指導するよう要請すべきである。そうした観点から、各都道府県において、都

道府県庁の関係部署、都道府県警察、域内の弁護士会・司法書士会、多重債務

者支援団体、その他関係団体で、「多重債務者対策本部（又は同協議会）」を設

立し、都道府県内の多重債務者対策推進のために必要な協議を行うよう要請す

べきである。その中で、特に、都道府県が弁護士会・司法書士会に対して、多
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重債務問題に積極的に取り組んでいる弁護士・司法書士のリストアップを求め

るよう要請すべきである。 

また、各自治体は、自治体の相談員等の研修に際して、各地の弁護士会・司

法書士会を十分活用すべきと考えられる。 

 

⑦ 自治体アンケート調査によれば、自治体の相談体制・内容の充実にあたって最

もネックとなるのがノウハウ不足である。従って、国は、それぞれの自治体に

おける取組みが円滑に進むよう、先行的な取組みを行っている地域の例も参考

にして、相談マニュアル（具体的な事例に沿って平易で実践的なマニュアルと

する）を作成したり、国民生活センターなどにおいて相談員向けの研修・指導

の機会を設けることが必要と考えられる。また、各自治体の相談担当者相互間

の情報交流も促すべきと考えられる。 

さらに、財務局など国の機関においても、相談体制の強化、相談内容の充実

を図っていくべきと考えられる。 

この点に関して、国においてコールセンターを設置すべきとの意見があった

が、これについては、相談の大半がまずは電話によるものが多く効果的ではな

いかとの指摘がある一方で、多重債務者の相談は、多重債務に陥った事情を丁

寧に聞くことに加え、過去の契約書等の精査等も必要であり、電話では難しい

場合が多いとの指摘もあった。 

いずれにせよ、例えば、金融庁等国の機関の相談窓口や法テラスの相談窓口

について、広報・周知に努めるべきである。 

 

⑧ なお、国民健康保険料（税）については、新年度の厚生労働省のモデル事業と

して、滞納者の相談体制を整備し、その中で多重債務者については弁護士会に

相談者を回す仕組みが出来ようとしており、他の分野も含めて、こうした相談

窓口と専門機関（弁護士会等）が連携する取組みをさらに推進すべきとの指摘

があった。 

 

⑨ 昨年 10 月に発足した日本司法支援センター（法テラス）においては、問合わせ

の多くが借金問題である。 

法テラスについては、その存在と業務内容を国民に周知するための広報活動

を強化するほか、他機関との連携を強化し、カウンセリング主体に関する情報

を集約することにより、適切に他機関の紹介を行える体制を整備すべきと考え

られる。さらに、職員に対する多重債務問題についての研修を充実すべきであ

る。 

また、法テラスでは、資力の乏しい者に対して裁判費用等の立替えや弁護士

等による無料法律相談などを提供する民事法律扶助業務を行っているが、その

適切な活用を促進するため、周知活動を一層充実させるべきである。一方、同

業務に利用者が集中し、扶助を受けるために長期間待たなければならない状態

が生じているとの指摘もあることから、体制の整備強化や手続きの迅速化を図
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り、そのような状態が生じないよう、適切な運用を図るべきである。 

 

⑩ 上記のような取組みとあわせて、業界としても、借り手の立場に立って適切な

役割を果たす観点から、カウンセリング体制を整備し、多重債務者への相談が

幅広く行き渡るよう、財団法人日本クレジットカウンセリング協会（業界が相

談経費を拠出し、無料相談を実施。現状では全国に３箇所。）の拠点の増設を行

うべきであり、少なくとも各ブロック単位（全国 11 箇所）で拠点を設置できる

よう、早急に取り組むべきである。 

また、改正貸金業法を受けて、貸金業者は、多重債務状態に陥った利用者を

発見したら、適切にカウンセリング主体に紹介・誘導するよう努めるべきであ

る。 

さらに、金融機関においても、「おまとめローン」といった形で既存債務の整

理のための商品を提供している例が見られるが、窓口において多重債務者を発

見した場合には、適切にカウンセリング主体に紹介すべきとの指摘も見られる。 

 

⑪ 相談者にとって弁護士・司法書士事務所は敷居が高いのではないかとの指摘が

あるが、地方自治体の相談窓口やその他のカウンセリング主体において事実関

係の整理等を丁寧に行った上で、弁護士・司法書士に紹介・誘導することによ

り、弁護士・司法書士による効率的・効果的かつ低コストの対応ができるもの

と考えられる。その際に、当初相談に応じた者が相談者を弁護士・司法書士事

務所に直接連れて行くことが効果的との指摘があった。 

さらに、弁護士・司法書士側でも、相談サービスの質を確保するよう努める

とともに、敷居を低くする努力を行う必要があり、弁護士・司法書士が少ない

地域には出張相談を実施したり、利用した場合の標準的な費用の公表等を検討

すべきとの指摘があった。 

 

⑫ それぞれの主体における相談体制の強化、相談内容の充実は、すぐに着手し、

遅くとも、改正貸金業法完全施行時までに実現すべき課題であるが、当面、定

期的に当会議の場においても進捗状況をモニタリングしていくことが必要であ

る。また、自治体アンケート調査についても定期的に実施すべきである。 

 

⑬ 相談窓口の存在を多重債務者に周知するため、国や自治体の広報を活用すると

同時に、貸金業者の広告や店頭で相談窓口の連絡先を案内させるなど、貸金業

の利用者にとって最も身近な局面でも周知しうる工夫を検討するべきではない

かとの指摘が多く見られた。 

 

⑭ 近年、いわゆる学生ローンを利用する大学生が増え、大学生においても多重債

務状態に陥る者が増えているとの指摘があった。こうした状況を踏まえれば、

各大学に対して、学生やその家族を対象にした借金に関する相談に適切に対応

するよう、要請すべきと考えられる。 
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⑮ 多重債務に陥り、自己破産や債務整理等を行なった者については、再び多重債

務に陥らないように、例えば、債務整理等を担当した弁護士や相談員等が、事

後的なフォローアップを行うことが望ましい。 

この点で、例えば、一定の学習プログラムを実施したり、相談を利用した者

の記録を保管し、アンケートをとるといった工夫が必要との指摘があった。 

 

 

２．借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提供 

 

(1) 当会議による現状認識 

 

① 貸金業者からの返済に窮した場合、通常であれば解決法は任意整理、自己破産

等といった手段しかなく、特に自己破産等については、自宅を失ったり、勤務

先を解雇されるリスクなどを考慮して債務者が躊躇する場合もあると指摘され

ている。 

また、一旦自己破産等を経ると金融機関や貸金業者からの借入れが難しくな

り、例えば、教育資金など生活に不可欠な資金調達すら難しくなっているとの

指摘がある。 

 

② 現在、消費者金融の成約率が低下しているとの指摘がある。さらに今後、上限

金利が引き下げられると、貸金業者の審査が厳格になり、相対的にリスクの高

い借り手に円滑な資金供給が行われにくくなるおそれがある。 

 

③ 一方、多くの消費者金融の融資は、一定の貸倒れが発生することを前提に、高

金利で、簡素・定型的な審査によりスピーディーに行われている。自動契約機

による契約件数が６割、対面による契約件数は約 15％とのデータもある。 

 

④ これに対して、岩手県消費者信用生活協同組合は、家族も含めた丁寧な相談、

解決方法の一つとしての低利融資の提供、県内各市町村の預託金による信用付

与を前提に、多重債務者向けの融資で極めて低い貸倒率（約 0.1％）を実現して

いる。 

 

⑤ 既存の公的セーフティネット貸付は、消費者金融の規模（例えば年利 20％以上

の貸付けは約 15 兆円）に比べて小規模である。例えば、低所得世帯向けには、

地域の社会福祉協議会による緊急小口貸付等の制度があるが、貸付け実績が少

ない。（緊急小口貸付の新規貸付実績は 17 年度で 0.8 億円。） 

 

⑥ 事業者向けには、国民生活金融公庫等による、経営環境変化対応資金等のセー

フティネット貸付（社会的・経済的環境の変化等外的要因による一時的な経営
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困難に対応するものであり、事業の回復の見通し等一定の要件が求められる）

があるが、19 年度からは、再チャレンジ支援策が実施されることとなっている。

なお、セーフティネット貸付については、消費税の滞納があったり、商工ロー

ンの借換えの場合に融資を受けにくい実態があるのではないかとの指摘があっ

た。 

 

 

(2) 当会議における意見のとりまとめ 

 

① 既存の公的な貸付制度については、貸倒率が高く、結局借りた資金が貸金業者

からの既存債務の返済に回っているだけではないかとの批判がある。 

今後、高リスク者の受け皿となる消費者向けのセーフティネット貸付けを充

実させる際には、それぞれの地域において、例えば岩手県消費者信用生活協同

組合の取組みを一つの参考に、「顔の見える融資」（相談者との顔の見える関係

を構築することによって、相談者のリスクを下げる地道な努力としての、丁寧

な事情聴取、解決方法の相談、事後のモニタリングを前提として、返済能力が

見込まれ、多重債務問題の解決に資する場合に限って、低利の貸付けを行う）

を行う、いわば「日本版グラミン銀行」モデルを広げていくべきと考えられる。 

 

② こうした貸付けを行う主体としては、きめ細かい相談対応が前提となることか

ら、各地域に根付いた非営利機関（生協、ＮＰＯ、中間法人等）や民間金融機

関（労金、信金、信組等）が考えられる。 

なお、民間金融機関の場合にも、地域の住民に対して適切な貸付けを行って

いくことができるよう、創意工夫を凝らしていくことが望まれる。 

 

③ 例えば、岩手県消費者信用生活協同組合のように、非営利機関（生協、ＮＰＯ、

中間法人等）が新たに高リスク者への貸付けを行う場合に、その原資を集める

には、公的な信用付与が必要と考えられる。 

その場合、公的資金を直接拠出する形をとると、貸し手側にモラルハザード

が発生するおそれがあるので、例えば、当該非営利機関に融資を行う金融機関

に自治体が預託金を預けるといった岩手県消費者信用生活協同組合の例が参考

になると考えられる。 

 

④ また、既存の消費者向けセーフティネット貸付け（地域の社会福祉協議会によ

る生活福祉資金貸付等の制度、自治体による母子寡婦福祉貸付金制度、労働金

庫による自治体提携社会福祉資金貸付制度等）についても、丁寧な事情聴取、

解決方法の相談、事後のモニタリングを前提として、返済能力が見込まれ、多

重債務の予防・悪化の防止に資する場合に限って、低利の貸付けを行う取組み

を進めることにより、受け皿としての活用を促進することが望まれる。 
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⑤ このうち、地方の社会福祉協議会による生活福祉資金貸付け、自治体による母

子寡婦福祉貸付金制度の実施に際しては、利用促進と貸倒れ抑制の両立を図る

ため、制度の周知を図るほか、事前相談や事後モニタリングを充実させるとと

もに、貸付けにあたって、必要な場合には、弁護士等多重債務問題の専門家へ

の紹介・誘導を図る。このため、生活福祉資金貸付については、例えば家庭訪

問等により相談を行なう民生委員に対し、債務整理等に関する知識を周知する

ための研修を行うとともに、弁護士会等との提携を強化するべきである。 

 

⑥ さらに、生活福祉資金貸付けについては､消費者金融の貸付規模や、生活保護の

給付規模と比較して極めて少額にとどまっている現状にかんがみ、地域の関係

機関とも連携して、制度の周知を行うとともに、関係機関が対象者を確実に誘

導し、返済能力が見込まれ、多重債務の予防・悪化の防止につながるニーズを

確実に満たすよう、対象者・貸付実績の拡大に取り組むべきである。 

 

⑦ そもそも、これらのセーフティネット貸付け等は、あくまで多重債務問題解決

の一手段であり、まずは丁寧な事情の聴取と債務整理等も含めた解決方法の検

討が対応の前提となる。 

このため、相談窓口と、セーフティネット貸付けを行う主体とのネットワー

クの構築、連携促進が必要と考えられる。 

 

⑧ なお、所得そのものが低い者を対象とした社会保障の最後のセーフティネット

である生活保護については、受けられるべき生活保護が受けられずに高金利の

貸付けがそれを代行しているとの指摘があったが、そのような事態が発生しな

いよう、適正な運用を図る必要がある。 

また、賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障する安全網として

一層適切に機能すべきという観点から、最低賃金制度についても適切な見直し

が行われることが期待される。 

 

⑨ 政府系金融機関によるセーフティネット貸付については、まず債務整理等をし

ないと、返せない債務を増やすことにつながりうる。したがって、政府系金融

機関は、きめ細かく融資申込者の状況を把握し、必要な場合には、弁護士等多

重債務問題の専門家への紹介・誘導を図るべきである。また、カウンセリング

を行う専門家への周知を徹底するなど、広報の充実に努めるべきである。 

 

⑩ また、商工ローンの利用者の中には、経営が既に悪化しているにもかかわらず、

無理に事業継続を図ったため、高金利による融資に頼らざるを得なくなった者

が少なくないとの指摘を踏まえ、早期の事業再生や再チャレンジを支援するた

め、中小企業再生支援協議会(全国 47 箇所)による債務整理を含む事業再生の相

談業務の充実に加え、こうした取組みを一層推進すべく全国約 280 箇所に再チ

ャレンジ相談窓口の設置を行うとともに、中小企業金融公庫・国民生活金融公
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庫等により、再生プロセスにある事業者や一旦失敗した事業者に対する融資制

度が導入されるので、その積極的な活用を促すべきと考えられる。 

 

⑪ なお、当会議においては主に消費者金融の利用者を念頭に置いた議論が行われ

てきたが、事業者金融については、利用者の性格が消費者金融とは異なること

を踏まえ、今後とも実態を十分注視していく必要があるとの指摘があった。 

 

⑫ また、事業者に関しては、近年、手形の流通量が減少し、手形割引による資金

調達ができなくなったり、譲渡禁止特約付の債権となっていることなどにより、

一部の中小企業者の円滑な資金繰りに困難が生じているので、改善策の検討を

進めるべきとの指摘があった。 

 

 

３．多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化 

 

(1) 当会議による現状認識 

 

① 現在の消費者金融利用者は一般に、借入れに際して借りやすさを重視し、金利

水準にあまり関心を払わない傾向が見られる。また､リボルビング取引において､

月々の最低返済額で返済し続けても、返済の大部分は金利の支払に充てられ、

元本はわずかしか減少しないことへの認識も低く、お財布感覚で借入れを増や

している者が多く見られる。そのうち、新たな借金は既存の借金の返済のため

に行うという悪循環に陥り、場合によってはヤミ金の犠牲になっている。 

 

② 一方、借金をした場合の金利や返済額、上限金利制度、多重債務状態からの救

済策（債務整理などの制度や相談窓口の存在）については、例えば、高校の家

庭科の教科書には掲載されている例も見られるものの、実際の教育現場では十

分教えられていないのではないかとの指摘がある。 

 

③ これらの内容の教育は、一部の学校においては、弁護士会・司法書士会や自治

体職員などの専門家が直接出向くことによって実施されている。ただし、あく

まで学校や教師が問題意識を有し、自ら出前講座を開催して専門家を招くこと

が前提となっている。 

先述の自治体アンケートによれば、自治体職員が講師となったり、自治体が

主催して専門家を講師に招いたりして、学校において借金に関する教育を行っ

ているとの回答が得られた市町村は、全国の市町村のうち約８％（138 自治体）

である。 

 

④ 多くの若者が多重債務問題に直面しているとの指摘がある。例えば、消費者金

融大手５社の新規利用者のうち４割超は 20 歳代となっている。また、大学生で
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も、携帯電話等を利用して容易に借入れが可能であり、いわゆる学生ローン等

を利用した結果、多重債務状態に陥っている者が多く見られるとの指摘がある。 

 

⑤ 小・中・高等学校が教育内容を定める際には学習指導要領に従うことになるが、

現在の学習指導要領には、借金をした場合の金利や返済額、上限金利制度、多

重債務状態からの救済策（債務整理など）などについての記述はない。しかし、

例えば高校の家庭科の学習指導要領は、「消費者の権利と責任については、契約、

消費者信用、問題の発生しやすい販売方法などを取り上げて具体的に取り扱う

こと」とされている。 

 

⑥ 成人してからの消費者教育については、弁護士会・司法書士会や自治体職員な

どの専門家の努力に委ねられている。 

自治体アンケートによれば、自治体職員が講師となったり、自治体が主催し

て専門家を講師に招いたりして、借金に関する消費者教育を行っているとの回

答が得られた市町村は、全国の市町村のうち約 19％（349 自治体）である。 

 

 

(2) 当会議における意見のとりまとめ 

 

① 主に現在の多重債務者救済のための相談体制の整備等とともに、対策の車の両

輪となるものが、多重債務者発生防止のための教育であり、極めて重要な課題

である。 

 

② 特に、学校教育については、社会に出る前に、高校生までの段階で、全ての生

徒が、具体的な事例を用いて、借金をした場合の金利や返済額、上限金利制度、

多重債務状態からの救済策（債務整理などの制度や相談窓口の存在）等の知識

を得ることが必要である。 

 

③ そのため、まず、当面の対応策として、各学校のホームルーム活動等において、

借金に関する問題について取り上げるよう促すことを検討するべきである。 

 

④ さらに、現在改訂作業が進められている高校の家庭科の学習指導要領において、

多重債務問題について取り扱うことを具体的に検討するべきである。 

 

⑤ 学習指導要領の見直しの内容を踏まえて、担当の全ての教師がこうした問題を

教えることができるように、教員養成課程のカリキュラムに組み込むとともに、

現職の教員への研修を行うこと等が必要と考えられる。研修については、自治

体や弁護士会・司法書士会等の関係団体の協力が期待される。 

 

⑥ また、教科書においても、上記の学習指導要領の見直しも踏まえた記述がなさ
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れることが期待される。 

 

⑦ 大学においても、大学生協等によりクレジットカードを取得・利用するように

なることから、特に入学時・卒業時においてクレジットカードを含む借金の問

題が周知徹底される機会を作るよう、文部科学省より各大学に対して周知・徹

底を図るよう要請すべきと考えられる。 

 

⑧ 借金問題の教育については、ＰＴＡに対する働きかけなども含め、親子で学ぶ

など、教え方の工夫をするべきと考えられる。 

 

⑨ こうした取組みを行うにあたっては、金融広報中央委員会等の既存の取組みも

踏まえつつ、文部科学省や金融庁が連携した取組みを進めるべきと考えられる。 

また、地域ごとに学校教育における取組みを促進するためには、専門家の協

力を仰ぐことが重要であるとともに、多重債務者対策のために地域の関係者が

ネットワークを構築する場合に、校長会もネットワークに組み込むことが重要

と考えられる。 

 

⑩ 成人への消費者教育については､消費者金融からの借金、クレジットカードによ

る借金、住宅ローン等も含めた問題について、学校教育同様、弁護士会・司法

書士会などの関係団体や、自治体等による主体的な取組みが期待される。 

一方、貸金業者による広告などにおいて、上限金利の存在や金利、返済額等

について周知することも、消費者教育と同様の効果が期待できるものと考えら

れる。 

 

⑪ また、小遣い帳や家計簿をつけることが多重債務者の発生防止に有効であり、

関係者によって、小遣い帳や家計簿をつける習慣を広めていく努力が必要であ

るとの指摘があった。 

 

⑫ 多重債務問題の根本的な解決のためには、借金の具体的な問題に加えて、ある

べき生活設計や生活信条に関する教育・啓発に取り組むことが必要と考えられ

る。 

 

 

４．ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化 

 

(1) 当会議による現状認識 

 

① 純資産要件の引上げ等を含め、今回の改正法が全て施行されれば、昨年３月末

時点で約14,000の登録貸金業者が大幅に減少するのではないかと指摘されてい

る。 
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こうした中で、貸金業者の廃業等に伴って債権が違法な高金利・無登録営業

等のヤミ金に譲渡されたり、上限金利引下げや総量規制によって借りられなく

なったリスクの高い借り手がヤミ金の被害に遭うのではないかとの指摘も見ら

れる。 

 

② 現状では、ヤミ金が堂々とスポーツ紙等に広告を出したり、駅前で宣伝を行っ

たりしており、取締りが不十分なのではないかとの指摘がある。また、電子メ

ールによる勧誘が活発化しているのではないかとの指摘もある。 

 

③ ヤミ金の中でも連絡先の分かる登録業者は減少する一方で、携帯電話を利用し

て所在や実態を明かさないいわゆる 090 金融など、ヤミ金の手口は高度化して

おり、捜査・取締りが困難化している。 

 

④ このようなヤミ金からの取立ては被害者の親族や職場などに及び､大きな被害

をもたらしている。 

 

⑤ ヤミ金からの厳しい取立てに追い詰められて警察に相談しても、警察署や警察

官によっては、「借りたものは返すべき」と発言するなど、対応にばらつきがあ

るとの指摘がある。 

 

 

(2) 当会議における意見のとりまとめ 

 

① 今回の改正貸金業法の規制強化を実効的なものとし、借りられなくなった人が

ヤミ金の被害に遭うことを防止するには、違法な高金利・無登録営業等のヤミ

金を撲滅することが不可欠である。 

 

② このため、警察や監督当局は、ヤミ金の撲滅に向けて取締りを徹底すべきであ

る。警察においては、一定期間は集中取締本部を維持し摘発を強化すべきであ

る。 

 

③ 無登録業者だけではなく、高金利等の違法な貸付を行う悪質登録業者の徹底排

除が必要である。このため、監督当局は、悪質登録業者への監督上の処分を徹

底するとともに、警察への一層積極的な情報提供も図るべきである。 

 

④ ヤミ金による被害相談を受けた警察や監督当局は、迅速に被害をストップする

ため、違法な貸付けや取立てを直ちに中止するように、電話による警告等を積

極的に行うべきである。特に、警察は、ヤミ金による取立てを少しでも早くス

トップさせるよう、携帯電話不正利用防止法に基づく携帯電話の利用停止の制

度を積極的に活用することを検討すべきである。 
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⑤ 本通常国会で成立した「犯罪による収益の移転防止に関する法律」においては、

郵便物受取・電話受付サービス業者に対して、本人確認、取引記録の保存、疑

わしい取引の届出が義務付けられたところであり、その施行後は、ヤミ金対策

に積極的に活用すべきである。 

 

⑥ 警察は、現場の警察官が貸金業を営む者による違法行為に対して適切な対応が

できるよう徹底するために、平易で実践的なマニュアルを現場の警察官に配布

し、制度の基本的な知識を周知するべきである。そのマニュアルは具体的な相

談に対応できるような内容とし、ヤミ金からの借入れには返済義務がない場合

があることを明記するとともに、警察以外の適切な相談窓口の紹介についても

盛り込むべきである。 

  

⑦ 自治体やカウンセリング主体は、ヤミ金の被害者から相談を受けた場合には警

察に通報するなど、相談窓口と警察との連携を促進するべきと考えられる。 

 

⑧ なお、ヤミ金対策としては、これまでの対策の経緯とヤミ金の現状にかんがみ

ると、警察による取締りの強化等の措置に加えて、ヤミ金業者の債務者を保護

する仕組みなど、ヤミ金業者の需要を減じる措置を検討するべきではないかと

の指摘があった。 

 

 

５．上記以外の取組み 

 

① 貸金業者側に、債務者の返済能力を超えた高金利、過剰貸付の下においては、

「貸したものを返すのが当たり前」「当初約束した金利で返すのは当然」という

原則が当てはまらないこと、また、多重債務問題の解決は貸金市場の健全化の

ために不可欠であることを認識させるための取組みを検討すべきとの指摘があ

った。 

 

② 多重債務者が自殺に陥らないようにする取組みについて、政府の自殺総合対策

会議における議論と連携しつつ、必要な検討を行うべきである。その際には、

多重債務者への相談を適切に行うことが自殺対策として有効であることを確認

する必要がある。 

また、現在、民間団体が借金による自殺への対策として、自殺者が多い場所

に自殺防止の立て看板設置活動を行っているが、そうした活動を評価し、推進

していく必要があるとの指摘が多く見られた。 

 

③ 信用情報機関や貸金業者が保有する情報が流出し、多重債務者の名簿がヤミ金

に出回るなどといった事態を招かぬよう、貸金業者に対する監督とともに、信
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用情報機関のガバナンス、情報管理体制を徹底すべきである。 

 

④ 貸金業者の広告については、借り手保護の観点から、方法や内容等を制限する

具体策を検討すべきである。 

 

⑤ 貸金業法における弁護士・司法書士が受任通知を行った場合の取立禁止に加え、

行政の相談窓口や他のカウンセリング主体において、迅速かつ確実に相談者を

債務整理に導く体制が整備されることを前提に、一定期間は取立てが停止され

るような仕組みを検討すべきという指摘があった。 

 

⑥ 改正貸金業法の円滑な施行の観点から、これまで以上に金融庁・財務局・都道

府県における検査監督体制を充実強化するべきである。現状、国（財務局）は

登録業者数 700 余に対し専担の監督人員が極めて少数にとどまっており、都道

府県についても、登録業者計 13,500 余に対し、監督・検査人員が 600 人弱にす

ぎない現状にある。改正貸金業法の適正な執行を確保する観点から、他の関係

部署・関係者との連絡・連携を強化するとともに、人員の適正配置に配慮しつ

つ、監督・検査人員全体の増強を行う必要がある。 

 

⑦ 今後多重債務者対策本部において決定される「多重債務問題改善プログラム（仮

称）」については、対策本部ならびにこの有識者会議において、進捗状況のフォ

ローアップを定期的に行うことにより実効性を確保すべきである。 
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資料６－７－６ 
「多重債務問題改善プログラム」の概要 

 

○ 我が国の消費者金融の利用者は少なくとも1400万人、多重債務者は200万人超との指摘。 
 
○ 改正貸金業法（上限金利の引下げ、総量規制の導入等）による貸し手への規制を通じて、

新たな多重債務者の発生は抑制。 
 
○ 一方で、今後、改正法完全施行に向けて、既存の借り手等を対象にした「借り手対策」が

必要。 
 

１．丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化 

２．借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提供 

３．多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化 

４．ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化 
 
○ 国・自治体及び関係団体が一体となって実行。各省庁は各施策について直ちに取り組む。 
 
○ 各年度において、各施策の進捗状況のフォローアップ等を行う。 

 
 
 

 
１．丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化 

○ 多数の多重債務者がどこにも相談できないまま生活に行き詰まるおそれがある中で、相談

体制の強化はすぐに措置すべき課題。 
 
○ 地方自治体は、住民への接触機会が多く、多重債務者の掘り起こし（発見）・問題解決に

機能発揮が期待できる。 こうした機能が発揮されるよう、各自治体に各部局間の連携を

要請。（例：生活保護、家庭内暴力、公営住宅料金徴収等の担当部署で多重債務者を発見

した場合には、相談窓口に直接連絡して誘導する。） 
 
○ 市町村による相談については、一律の対応を求めるのではなく、以下の対応を要請。 
 

イ 相談窓口が整備されており相談の専任者がいる自治体（386（このうち市は 325））に、丁寧

な事情の聴取、具体的な解決方法の検討・助言ができるよう、相談体制・内容の充実、

専門機関（弁護士・司法書士等）への紹介・誘導を要請。 

ロ 消費生活センターを設置している市（イ以外で 122 市）、地域で中核的な役割を果たして

いる人口規模が大きい市（上記以外で例えば人口 10 万人以上の市は 39 市）にも同様の要請。 

ハ それ以外の市町村(上記以外で 1283 市町村)には、他の自治体やカウンセリング主体への紹

介・誘導を要請。 
 

⇒遅くとも、改正貸金業法完全施行時には、どこの市町村に行っても適切な対応が行わ

れる状態を実現することを目指す。 
 
○ 都道府県に、以下の対応を要請。 
 
① 自らの相談窓口における相談体制・内容を充実（市町村の相談体制の補完） 

② 都道府県庁の関係部署、警察、弁護士会・司法書士会等による「多重債務者対策本部（又

は同協議会）」を設立し、必要な対策を協議。 

③ 市町村のネットワーク作り等を支援。 
 

○ 国は財務局における相談体制を強化するとともに、自治体向けに実践的な相談マニュアル

を作成するとともに、相談員向けの研修・指導の機会を設けるよう促す。 
 

○ 法テラスは、紹介業務の体制整備を行うとともに、民事法律扶助の活用促進のため、周知、

体制の整備強化。 
 

○ 関係業界が拠出する財団法人日本クレジットカウンセリング協会に、現状の全国３箇所を

増設し、ブロック単位（全国11 箇所）で拠点を設置するよう要請。 
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２．借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提供 

○ 高リスク者の受け皿となる消費者向けのセーフティネット貸付けは、各地域において 

「顔の見える融資」（丁寧な事情聴取、具体的な解決方法の相談､事後のモニタリングを前

提として､返済能力が見込まれ､問題の解決に資する場合に限って低利の貸付け）を行う、

いわば「日本版グラミン銀行」モデルを広げていく。（主体は各地域の非営利機関(生協、

ＮＰＯ、中間法人等)や民間金融機関(労金､信金､信組等)。公的な信用付与として自治体

が、非営利機関に融資する金融機関に預託金を預ける岩手信用生協の例も参考になる。） 
 
○ 既存の消費者向けセーフティネット貸付け(社会福祉協議会による生活福祉資金貸付等）

についても､事前相談や事後モニタリングを充実させること等(債務整理等に関する研修、

弁護士会等との連携強化等)により、受け皿としての活用を促進する。 
 
○ 社会保障の最後のセーフティネットである生活保護については、受けられるべき生活保護

が受けられず高金利の貸付けがそれを代行する事態が発生しないよう、適正な運用を図る。 
 
○ 事業者向けの政府系金融機関によるセーフティネット貸付等については、 

・ きめ細かく融資申込者の状況を把握し、債務整理等のため、必要に応じて弁護士等への

紹介・誘導を図る。 

・ 早期の事業再生や再チャレンジを支援するため、全国約 280 箇所に再チャレンジ相談窓

口の設置を行うとともに、中小公庫・国民公庫等により、再生プロセスにある事業者や

一旦失敗した事業者に対する融資制度が導入されるのでその積極的な活用を促す。 
 
 

    
 

３．多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化 

○ 現在の多重債務者救済のための相談体制の整備等とともに、「対策の車の両輪」。 
 
○ 社会に出る前に、高校生までの段階で、全ての生徒が、具体的な事例を用いて、借金をし

た場合の金利や返済額、上限金利制度、多重債務状態からの救済策（債務整理などの制度

や相談窓口の存在）等の知識を得られるよう取り組む。 
 
○ 当面の対応策として、ホームルーム等において借金問題を取り上げるよう促すことを検討。 
 
○ さらに、高校の家庭科の学習指導要領において、多重債務問題について取り扱うことを具

体的に検討。（あわせて、学習指導要領の見直しの内容を踏まえた、教員研修等を行う。

また、教科書において、見直しも踏まえた記述がなされることを期待。） 
 
○ 成人への消費者教育については､関係団体・自治体等による主体的な取組みを促す。 
 

  
 

 
４．ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化 

○ 今回の改正貸金業法の規制強化を実効的なものとするためには、ヤミ金撲滅が不可欠。 
 
○ 警察や監督当局は、ヤミ金の撲滅に向けて取締りを徹底。警察においては､当分の間､集中

取締本部を維持し摘発を強化。監督当局は、処分徹底とともに、積極的に警察に情報提供。 
 
○ 被害相談を受けた監督当局・警察は、電話による警告等を積極的に行う。警察は、携帯電

話の不正利用停止制度の積極的活用を検討。 
 
○ 犯罪収益移転防止法において、郵便物受取・電話受付サービス業者に対して、本人確認、

疑わしい取引の届出等が義務付けられたので、施行後は、ヤミ金対策に積極的に活用。 
 
○ 現場の警察官が適切な対応ができるよう、平易で実践的なマニュアルを現場の警察官に配

布・周知。 
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資料６－７－７  

多重債務問題改善プログラム 

 

平成 19 年 4 月 20 日 

多重債務者対策本部決定 
 
 

１．基本的考え方 

 

現在、我が国においては、消費者金融の利用者が少なくとも約1,400万人、

そのうち多重債務状態に陥っている者は 200 万人超に上ると言われている。 

昨年の臨時国会において成立した改正貸金業法により、貸付けの上限金利

の引下げ、貸付残高の総量規制の導入等の施策が講じられることとなったが、

これは、貸し手への規制を通じて新たな多重債務者の発生を抑制しようとす

るものである。 

一方で、今後、改正法完全施行に向けて、既存の借り手や、相対的にリス

クの高い新規の借り手に対して円滑に資金が供給されにくくなる可能性は

否定できず、さらに、いわゆるヤミ金がこうした借り手を対象に跋扈するこ

とも懸念される。 

そこで、いわば「借り手対策」として、特に現に多重債務状態に陥ってい

る者に対して、債務整理や生活再建のための相談（カウンセリング）を行い、

その上で、あくまで解決手段の一方法として、セーフティネット貸付けを提

供するとともに、新たな多重債務者の発生予防のため、金融経済教育の強化

を図ることが喫緊の課題となっている。また、ヤミ金の撲滅に向けた取締り

の強化も不可欠である。 

多重債務者対策本部においては、これらの課題を検討するために有識者会

議を設けて議論を進めてきたが、有識者会議においては、本年 4月 9日に「多

重債務問題の解決に向けた方策（有識者会議による意見とりまとめ）」がと

りまとめられた。 

本プログラムは、有識者会議の現状認識及び意見とりまとめを十分に尊重

しながら、それに基づいて直ちに取り組むべき具体的な施策をまとめたもの

であり、関係省庁が十分連携の上、国、自治体及び関係団体が一体となって

実行していくこととする。 

また、これらの取組みとあわせて、多重債務問題が深刻な社会問題であり、

その解決が健全な社会の形成に極めて重要であることを国民に訴えていく

よう努めるものとする。 

 

（注）なお、それぞれの施策に括弧付の省庁名が付されている場合は、関係

省庁の中で特に当該省庁が当該施策を担当することとする。 
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２．丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化 

 

(1) 基本的考え方 

 

多数の多重債務者がどこにも相談できないまま生活に行き詰まるおそれ

がある中で、相談体制の強化はすぐに措置すべき課題であり、少なくとも「で

きるところからやり始める」ことが重要と考えられる。 

その際には、国は自らできる限りの取組みを行うとともに、地方自治体の

取組みも重要となってくる。 

 

 

(2) 地方自治体による取組み 

 

① 地方自治体の役割等 
 

地方自治体（特に市町村）は、住民から最も身近で、住民との接触機会

も多く、現状でも消費生活センターやその他の相談窓口で多重債務相談に

応じているところもあり、消費者基本法上国とともに消費者政策の担い手

であることから、「多重債務者への対応は自治体自らの責務」との意識を

持って、自ら主体的に相談窓口における積極的な対応を行うことが望まれ

る。 

また、地方自治体は、複数の部署で住民への様々な接触機会があり、多

重債務者の掘り起こし（発見）について、他の主体に比べて機能発揮を期

待できるものと考えられる。また、生活保護や児童虐待対策など、多重債

務者が抱え得る多重債務以外の問題も含めて総合的に問題を解決する役

割も期待できるものと考えられる。 

 

② 地方自治体内の連携 
 

地方自治体が、多重債務者が抱え得る多重債務以外の問題も含めて総合

的に問題を解決する機能を効果的に発揮する観点から、例えば、生活保護

を担当する福祉事務所、家庭内暴力・児童虐待、公営住宅料金徴収の担当

部署等で、多重債務者を発見した場合、相談窓口に直接連絡して誘導する

といった取組みを行うなど、それぞれの地方自治体内において、各部局間

の連携を進めるよう要請する。 

 

③ 市町村における相談窓口における対応の充実 
 

相談窓口における対応としては、多重債務に陥った事情を丁寧に聴取し、
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考えられる解決法の選択肢（任意整理、特定調停、個人再生、自己破産等）

を検討・助言し、必要に応じて専門機関（弁護士・司法書士、医療機関等）

に紹介・誘導するといったプロセスをとることが望ましい。 

ただし、全ての市町村に一律の対応を求めるのではなく、比較的対応能

力が認められる自治体に対して、丁寧な事情の聴取や具体的な解決方法の

検討・助言ができるよう、相談体制・内容の充実を要請する。 
 

すなわち、 
 

イ 相談窓口が整備されている市町村（多重債務問題に対して、消費生活

センター又は消費者問題の相談窓口を常設し、かつ多重債務問題も扱う

消費者相談の専任者を置いて対応している市町村）1

 
ロ イに該当する市町村以外の、消費生活センターを設置している市、又

は、地域で中核的な役割を果たしている人口規模が大きい市 2

 
においては、丁寧な事情の聴取や具体的な解決方法の検討・助言ができる

よう、相談体制・内容の充実を要請する。 
 
ハ これ以外の市町村においては、多重債務者を発見した場合には、都道

府県など他の自治体やカウンセリング主体への適切な紹介・誘導を行う

よう要請する。3

 

④ 都道府県における取組み 
 

自治体の相談体制・内容の充実にあたっては、国とともに、都道府県に

大きな役割が期待される。具体的には、各都道府県に以下を要請する。 
 
・ 消費生活センター等の自らの相談窓口において、丁寧な事情の聴取や

具体的な解決方法の検討・助言ができるよう、相談体制・内容の充実を

行うこと。 
 
・ 十分な相談対応のできない市町村の住民に対して相談を行う補完的役

割を担うこと。 
 
・ 例えば、各市町村からの照会に対応するホットラインを設けるなど、

市町村からの照会・相談に応じること。また、必要に応じて財務局など

                         
1  平成 19 年 2 月 21 日付で金融庁・総務省が行ったアンケート調査によれば「消費生活センターを設置し、対応

している」又は「消費生活センターは設置していないが、消費者問題の相談窓口を常設し、対応して」おり、

さらに、多重債務問題も扱う消費者相談の専任者を置いているのは 386 市町村。このうち市は 325 市。） 
 
2  同アンケート調査によれば、イに該当する市町村以外で消費生活センターを設置している市は 122 市。それ以

外で、例えば人口 10 万人以上の市は 39 市。 
 
3  同アンケート調査によれば、回答を得られた全市町村（1830）のうち、イに該当する 386 市町村及びロに関し

て脚注２に記載した合計 161 市を除くと、1283 市町村。 
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国の機関に照会等を行うこと。 
 
・ 市町村が専門機関と円滑な連携ができるように、弁護士・司法書士、

関係団体のネットワークの構築等を支援・指導すること。 
 

そうした観点から、各都道府県において、都道府県庁の関係部署、都道

府県警察、域内の弁護士会・司法書士会、多重債務者支援団体、その他関

係団体で、「多重債務者対策本部（又は同協議会）」を設立し、都道府県内

の多重債務者対策推進のために必要な協議を行うこと。 

その中で、特に、都道府県が弁護士会・司法書士会に対して、多重債務

問題に積極的に取り組んでいる弁護士・司法書士のリストアップを求める

こと。 

 

⑤ 各自治体は、相談窓口について自治体の広報などを通じて、周知に努め

るよう要請する。 

 

⑥ また、各自治体は、自治体の相談員等の研修に際して、各地の弁護士会・

司法書士会を十分活用するよう要請する。 

 

 

(3) 国による取組み 

 

① 国の機関における相談体制の強化、相談内容の充実 

 

財務局など国の機関において、相談体制の強化、相談内容の充実を図り、

多重債務に陥った事情を丁寧に聴取し、考えられる解決法の選択肢（任意

整理、特定調停、個人再生、自己破産等）を検討・助言し、必要に応じて

他の専門機関（弁護士・司法書士・医療機関等）に紹介・誘導するととも

に、当該相談窓口の周知に努める。（金融庁その他関係省庁） 

 

 

② 自治体における取組みのバックアップ 

 

・各自治体における取組みが円滑に進むよう、先行的な取組みを行ってい

る地域の例も参考にして、相談マニュアル（具体的な事例に沿って平易

で実践的なマニュアルとする）を作成する。（金融庁） 
 
・国民生活センターなどにおいて相談員向けの研修・指導の機会を設ける

よう促す。（内閣府、金融庁その他関係省庁） 
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・各自治体の相談担当者相互間の情報交流を促す。（金融庁その他関係省庁） 

 

(4) 日本司法支援センター（法テラス）による取組み 

 

① 法テラスについては、その存在と業務内容を国民に周知するための広報

活動を強化するほか、他機関との連携を強化し、カウンセリング主体に関

する情報を集約することにより、適切に他機関の紹介を行える体制を整備

する。さらに、職員に対する多重債務問題についての研修を充実させる。

（法務省） 

 

② また、法テラスの民事法律扶助業務については、その適切な活用を促進

するため、周知活動を一層充実させるとともに、体制の整備強化や手続き

の迅速化を図り、同業務の利用者が扶助を受けるために長期間待たなけれ

ばならない状態が生じないよう適切な運用を図る。（法務省） 

 

 

(5) 関係業界による取組み 

 

① 関係業界として、借り手の立場に立って適切な役割を果たす観点から、

カウンセリング体制を整備し、多重債務者への相談が幅広く行き渡るよう、

財団法人日本クレジットカウンセリング協会について、現在全国３箇所の

拠点を、少なくとも各ブロック単位（全国 11 箇所）での拠点設置に向け

て早急に取り組むよう要請する。 

あわせて、同協会の相談窓口の周知に努める。（金融庁、経済産業省） 

 

② また、改正貸金業法を受けて、貸金業者が多重債務状態に陥った利用者

を発見した場合に、適切にカウンセリング主体への紹介・誘導に努めるよ

う指導監督を行う。（金融庁） 

 

 

(6) 弁護士・司法書士等による取組み 

 

① 相談者にとって弁護士・司法書士事務所を利用しやすくするよう、地方

自治体の相談窓口やその他のカウンセリング主体において事実関係の整

理等を丁寧に行った上で、弁護士・司法書士に紹介・誘導することにより、

弁護士・司法書士による効率的・効果的かつ低コストの対応ができるよう

な体制構築が各地域において行われることを、弁護士会・司法書士会、各
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地方自治体等に要請する。 

 

② 弁護士会、司法書士会においては、各弁護士・司法書士の相談サービス

の質を確保するよう努めるとともに、弁護士・司法書士が少ない地域には

出張相談を実施したり、利用した場合の標準的な費用の公表等を検討する

よう要請する。 

 

 

 (7) 上記以外の取組み 

 

① 相談窓口の存在を多重債務者に周知するため、国や自治体の広報を活用

すると同時に、貸金業者の広告や店頭での相談窓口の連絡先の案内など、

貸金業の利用者にとって最も身近な局面でも周知されるよう工夫する。

（金融庁） 

 

② 近年、いわゆる学生ローンを利用する大学生が増え、大学生においても

多重債務状態に陥る者が増えているとの指摘を踏まえ、各大学に対して、

学生やその家族を対象にした学生の借金に関する相談に適切に対応する

よう、要請する。（文部科学省） 

 

③ 多重債務に陥り、自己破産や債務整理等を行なった者については、再び

多重債務に陥らないように、例えば、債務整理等を担当した弁護士や相談

員等が、事後的なフォローアップを行うよう、弁護士会・司法書士会、各

地方自治体等に要請する。 

 

 

 

３．借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提供 

 

(1) 基本的考え方 

 

消費者が貸金業者等からの債務の返済に窮した場合の対応としては、まず

は丁寧な事情の聴取と債務整理等も含めた解決方法の検討が必要であるが、

その上で、自己破産・個人再生等の債務整理とあわせて、あくまで多重債務

問題解決の一つの選択肢として、セーフティネット貸付けの提供についても

検討が必要である。 

また、セーフティネット貸付けを行う場合でも、対応の前提として、丁寧
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な事情の聴取と具体的な解決方法の検討が十分に行われるように、相談窓口

とセーフティネット貸付けを行う主体とのネットワークの構築や連携の促

進が必要である。 

 

 

(2)「顔の見える融資」を行うモデルを広げていく取組み 

 

① 高リスク者の受け皿となる消費者向けのセーフティネット貸付けを充実

させる際には、それぞれの地域において、「顔の見える融資」（相談者との

顔の見える関係を構築することによって、相談者のリスクを下げる地道な

努力としての、丁寧な事情聴取、具体的な解決方法の相談、事後のモニタ

リングを前提として、返済能力が見込まれ、多重債務問題の解決に資する

場合に限って、低利の貸付けを行うこと）を行う、いわば「日本版グラミ

ン銀行」モデルを広げていくよう取り組む。（関係省庁） 

 

② こうした貸付けを行う主体としては、きめ細かい相談対応が前提となる

ことから、各地域に根付いた非営利機関（生活協同組合、ＮＰＯ、中間法

人等）や民間金融機関（労働金庫、信用金庫、信用組合等）を想定する。 

民間金融機関の場合にも、地域の住民に対して適切な貸付けを行ってい

くことができるよう、創意工夫を凝らしていくことを期待する。（関係省

庁） 

 

③ 例えば、岩手県消費者信用生活協同組合のように、非営利機関（生活協

同組合、ＮＰＯ、中間法人等）が新たに高リスク者への貸付けを行う場合

に、その原資を集めるには、公的な信用付与が必要と考えられる。 

その場合、公的資金を直接拠出する形をとると、貸し手側にモラルハザ

ードが発生するおそれがあるので、例えば、当該非営利機関に融資を行う

金融機関に自治体が預託金を預けるといった岩手県消費者信用生活協同

組合の例が参考になると考えられる。 

 

 

(3) 既存の消費者向けセーフティネット貸付け 

 

① 既存の消費者向けセーフティネット貸付け（地域の社会福祉協議会によ

る生活福祉資金貸付等の制度、自治体による母子寡婦福祉貸付金制度、労

働金庫による自治体提携社会福祉資金貸付制度等）についても、丁寧な事

情聴取、具体的な解決方法の相談、事後のモニタリングを前提として、返
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済能力が見込まれ、多重債務の予防・悪化の防止に資する場合に限って、

低利の貸付けを行う取組みを進めることにより、受け皿としての活用を促

進する。（厚生労働省） 

 

② 地域の社会福祉協議会による生活福祉資金貸付け、自治体による母子寡

婦福祉貸付金制度の実施に際しては、利用促進と貸倒れ抑制の両立を図る

ため、制度の周知を図るほか、事前相談や事後モニタリングを充実させる

とともに、貸付けにあたって、必要な場合には、弁護士等多重債務問題の

専門家への紹介・誘導を図る。 

このため、生活福祉資金貸付については、例えば家庭訪問等により相談

を行なう民生委員に対し、債務整理等に関する知識を周知するための研修

を行うとともに、弁護士会等との提携を強化する。（厚生労働省） 

 

③ 生活福祉資金貸付けについては､貸付実績が少額である現状にかんがみ、

地域の関係機関とも連携して、制度の周知を行うとともに、関係機関が対

象者を確実に誘導し、返済能力が見込まれ、多重債務の予防・悪化の防止

につながるニーズを確実に満たすよう、積極的な活用を促す。（厚生労働

省） 

 

 

(4) 生活保護制度・最低賃金制度 

 

所得そのものが低い者を対象とした社会保障の最後のセーフティネット

である生活保護については、受けられるべき生活保護が受けられずに高金利

の貸付けがそれを代行するといった事態が発生しないよう、適正な運用を図

る。 

また、賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障する安全網とし

て一層適切に機能すべきという観点から、「最低賃金法の一部を改正する法

律案」を第 166 回通常国会に提出したところであり、同法案の成立後は、そ

の円滑な施行に向けて、改正内容の周知を図る。（厚生労働省） 

 

 

(5) 事業者向けのセーフティネット貸付け等 

 

① 政府系金融機関によるセーフティネット貸付けについては、まず債務整

理等をしないと、返せない債務を増やすことにつながりうる。 

従って、政府系金融機関は、きめ細かく融資申込者の状況を把握し、必
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要な場合には、弁護士等多重債務問題の専門家への紹介・誘導を図る。ま

た、カウンセリングを行う専門家への周知を徹底するなど、広報の充実に

努める。（財務省、経済産業省その他関係省庁） 

 

② また、商工ローンの利用者の中には、経営が既に悪化しているにもかか

わらず、無理に事業継続を図ったため、高金利による融資に頼らざるを得

なくなった者が少なくないとの指摘が見られる。 

従って、早期の事業再生や再チャレンジを支援するため、中小企業再生

支援協議会(全国 47 箇所)による債務整理を含む事業再生の相談業務の充

実に加え、こうした取組みを一層推進すべく全国約 280 箇所に再チャレン

ジ相談窓口の設置を行うとともに、中小企業金融公庫・国民生活金融公庫

等により、再生プロセスにある事業者や一旦失敗した事業者に対する融資

制度が導入されるので、その積極的な活用を促す。（財務省、経済産業省

その他関係省庁） 

 

 

 

４．多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化 

 

 

(1) 基本的考え方 

 

主に現在の多重債務者救済のための相談体制の整備等とともに、対策の車

の両輪となるものが、多重債務者発生防止のための教育であり、極めて重要

な課題である。 

 

 

(2) 学校教育における取組み 

 

① 社会に出る前に、高校生までの段階で、全ての生徒が、具体的な事例を

用いて、借金をした場合の金利や返済額、上限金利制度、多重債務状態か

らの救済策（債務整理などの制度や相談窓口の存在）等の知識を得られる

よう取り組む。（文部科学省） 

 

② そのため、まず、当面の対応策として、各学校のホームルーム活動等に

おいて、借金に関する問題について取り上げるよう促すことを検討する。

（文部科学省） 
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③ さらに、現在改訂作業が進められている高校の家庭科の学習指導要領に

おいて、多重債務問題について取り扱うことを具体的に検討する。（文部

科学省） 

 

④ 学習指導要領の見直しの内容を踏まえて、担当の全ての教師がこうした

問題を教えることができるように、教員養成課程のカリキュラムに組み込

むとともに、現職の教員への研修等を行う。研修については、必要に応じ

て、自治体や弁護士会・司法書士会等の関係団体の協力を仰ぐ。（文部科

学省） 

 

⑤ また、教科書においても、上記の学習指導要領の見直しも踏まえた記述

がなされることを期待する。（文部科学省） 

 

⑥ 大学においても、大学生協等によりクレジットカードを取得・利用する

ようになることから、特に入学時・卒業時においてクレジットカードを含

む借金の問題が周知徹底される機会を作るよう、各大学に対して周知・徹

底を図るよう要請する。（文部科学省） 

 

⑦ 学校段階における借金問題の教育については、ＰＴＡに対する働きかけ

なども含め、親子で学ぶなど、教え方の工夫をする。（文部科学省） 

 

⑧ こうした取組みを行うにあたっては、金融広報中央委員会等の既存の取

組みも踏まえつつ、文部科学省、金融庁、内閣府をはじめとする関係省庁

が連携して取組みを進める。 

また、地域ごとに学校教育における取組みを促進するために、専門家の

協力を仰ぐとともに、多重債務者対策のために地域の関係者がネットワー

クを構築する場合に、校長会もネットワークに組み込むよう促す。 

 

 

(3) 成人への消費者教育等 

 

① 成人への消費者教育については､消費者金融からの借金、クレジットカー

ドによる借金、住宅ローン等も含めた問題について、学校教育同様、弁護

士会・司法書士会などの関係団体や、自治体等による主体的な取組みを促

す。（金融庁その他関係省庁） 
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② 消費者教育と同様の効果を期待する観点から、貸金業者による広告など

において、上限金利の存在や金利、返済額等について周知されるよう促す。

（金融庁） 

 

③ 金融経済教育においては、小遣い帳や家計簿をつけることが多重債務者

の発生防止に有効であり、小遣い帳や家計簿をつける習慣を広めていく関

係者の努力を促す。（文部科学省、金融庁その他関係省庁） 

 

④ 上記の取組みに加えて、多重債務問題の根本的な解決のため、借金の具

体的な問題に加えて、あるべき生活設計や生活信条に関する教育・啓発に

取り組むよう努める。（文部科学省、内閣府、金融庁その他関係省庁） 

 

 

 

５．ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化 

 

 

(1) 基本的考え方 

 

今回の改正貸金業法の規制強化を実効的なものとし、借りられなくなった

人がヤミ金の被害に遭うことを防止するためには、本プログラムに掲げる他

の施策を進めるとともに、取締りを強化することにより、違法な高金利・無

登録営業等のヤミ金を撲滅することが不可欠である。 

 

 

(2) 取締りの強化 

 

① このため、警察や監督当局は、ヤミ金の撲滅に向けて取締りを徹底する。

警察においては、当分の間、集中取締本部を維持し摘発を強化する。（警

察庁、金融庁） 

 

② 無登録業者だけではなく、高金利等の違法な貸付けを行う悪質登録業者

の徹底排除が必要であるため、監督当局は、悪質登録業者への監督上の処

分を徹底するとともに、警察への一層積極的な情報提供を図る。（金融庁） 

 

③ 犯罪収益移転防止法においては、郵便物受取・電話受付サービス業者に

対して、本人確認、取引記録の保存、疑わしい取引の届出が義務付けられ
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たところであり、その施行後は、ヤミ金対策に積極的に活用する。（警察

庁その他関係省庁） 

 

 

(3) 被害者への対応等 

 

① ヤミ金による被害相談を受けた監督当局や警察は、状況に応じて、迅速

に被害をストップするため、違法な貸付けや取立てを直ちに中止するよう

に、電話による警告等を積極的に行う。特に、警察は、ヤミ金による取立

てを少しでも早くストップさせるよう、携帯電話不正利用防止法に基づく

携帯電話の利用停止の制度を積極的に活用することを検討する。（警察庁、

金融庁） 

 

② 警察は、現場の警察官が貸金業を営む者による違法行為に対して適切な

対応ができるよう徹底するために、平易で実践的なマニュアルを現場の警

察官に配布し、制度の基本的な知識を周知する。そのマニュアルは具体的

な相談に対応できるような内容とし、ヤミ金からの借入れには返済義務が

ない場合があることを明記するとともに、警察以外の適切な相談窓口の紹

介についても盛り込む。（警察庁） 

 

③ 各地方自治体やその他のカウンセリング主体に対して、ヤミ金の被害者

から相談を受けた場合には、本人の意向を確認の上で警察に通報するなど、

相談窓口と警察との連携を行うよう要請する。 

 

 

 

６．上記以外の取組み 

 

(1) 信用情報機関や貸金業者が保有する情報が流出し、多重債務者の名簿がヤ

ミ金に出回るなどといった事態を招かぬよう、貸金業者に対する監督ととも

に、信用情報機関のガバナンス、情報管理体制を徹底する。（金融庁） 

 

(2) 貸金業者の広告については、借り手保護の観点から、方法や内容等を制限

する具体策を検討する。（金融庁） 

 

(3) 改正貸金業法の適正な執行を確保するため、これまで以上に金融庁・財務

局における監督・検査体制を充実強化する。また、他の関係部署・関係者と
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の連絡・連携を強化するとともに、人員の適正配置に配慮する。4（金融庁） 

また、都道府県に対して、検査監督体制の充実強化を図るよう要請する。 
 

 

 

７．各施策の実施時期とフォローアップ 

 

(1) 上記の各施策については、いずれも本対策本部及び各省庁が直ちに取り組

むこととする。 

 

(2) ただし、２．(2)③に基づいて、各市町村に相談窓口における対応の充実

を要請する際には、遅くとも、改正貸金業法完全施行時には、どこの市町村

に行っても適切な対応が行われる状態を実現することを目指す。 

 

(3) また、本対策本部において、少なくとも改正貸金業法完全施行までの間、

各年度において、各施策の進捗状況のフォローアップを行い、本プログラム

の着実な実施を確保するとともに、必要な施策について検討する。その際、

必要に応じて有識者会議を開催する。 

なお、各自治体の対応状況については、定期的にアンケートを実施して確

認する。 

                         
4  現状、国（財務局）は登録業者数 700 余に対し、監督・検査人員の相当数は兼務職員であり、専担の監督人員

は 22 人である（平成 19 年度に 20 人を増員措置予定）。また、都道府県については、登録業者計 13,500 余に対

し、監督・検査人員が 600 人弱にすぎない。 
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